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高い政治知識を有する層における「政治へのあきらめ」の解消に関する研究

(内容の要旨)

日本人が自国の政治に関心を示す度合いが、他国と比較しでも低いとしづ指摘が行われ続

けてすでに数年が経過している。

投票率低下の傾向こそ、近年は歯止めがかかってきているが、依然として、日本人の政治

への関心の度合い等は他国との比較において、低い水準にあると言わざるを得ない。一般

大衆からすれば、もはや政治とは何を言ったとしても変わることのない、どうにもならな

し、問題であるという「政治に対するあきらめ」が存在していることは、日本に生活する多

くの人々が感じているところであろう。

このような「政治へのあきらめ」が充満する現状を招いた要因としては複数の可能性を挙

げる事が出来る。例えば、投票制度の充実度合といった制度上の問題点、もしくは、アメ

リカなどの欧米社会と比較して、日本人が政治に関するオピニオンを醸成・発信しづらい

文化を持っている文化的な問題なども挙げることが出来る。加えて、日本独自の報道やコ

ミュニケーションシステムの構造が引き起こしている問題も、日本における政治への関わ

り合いの薄さの原因となっている可能性もまた指摘することが出来る。

本研究では、この日本における「政治へのあきらめ」感の根本原因を子細に分析し「報道・

コミュニケーションにおける問題」であることを最大の原因とし、その現状を改善しうる

方策を練り、実証実験を通じその有用性を検証することを主眼としている。

又、一口に「政治へのあきらめを解消する」と言っても現実問題として、本研究のみで全

日本国民の政治へのあきらめを解消することは不可能である。そこで、本研究では一般大

衆を政治知識の高低によりセグメント分けし、「政治知識の高い層」における、「政治への

あきらめ」を解消するための方策を検討、実証することを研究スコープとして絞ることと

した。

具体的には、検討を重ねた結果として、政治家による講演会動画のソーシャルメディアに

よる共有とライブ視聴との比較を通じて、より「政治へのあきらめ」を解消しうるコンテ

ンツ配信方法について検証を行った。

使用するソーシヤルメディアには、動画共有サービス「ニコニコ動画」を使用し、その特

徴である自由にコメントを書き込める機能が付随することによる、バーチャルな社会参加

が政治へのあきらめの解消に有効であることを、アンケート調査によって検証することが

出来た。

キーワード (5語)

政治へのあきらめ、政治知識、ソーシヤルメディア、動画共有、報道システム
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第 1章序論

1.1 はじめに

日本人が、政治に積極的に関心を向けない傾向があるという説が唱えられ続けて、も

う数年がたつ。私が本研究に取り組むに至る根本の動機も、この日本人の政治への無関心、

政治意識の低さという、現代日本における社会問題を解決したいという気持ちに突き動か

されたところに起因している。

単純に投票率だけを見れば、 90年代の終わりを境に、わずかではあるが改善傾向にあ

るともいえる。しかしながら、ここ 3回の参院選投票率は 50%台後半で横ばいと言える数

値であるため、これだけをみて明らかな改善傾向にあるとは言い難いのが現状である。

又、このような現状の中でも、私は、すでに、日本人の政治への「あきらめ」や「無

関心」はある種固まりきった概念と化している点にとても大きな懸念を抱いている。政治

家に対して何を求めようが、政治家は結局何もしてくれない、何も変えてくれない。そう

いった空気が蔓延していることこそが、こういった数値に現れない、日本の抱える政治関

心についての最大の問題である。

又、それは世代を問わないものであることにも疑いの余地はない。実際に私は学部時

代に「政治学科」と名のつく学科に所属していたが、そこに居る若者達の政治意識は 般

大衆とおおよそ変わらない程度のものであり、その事実に私は非常な危機感を覚えた。

加えて、学部時代のマスコミュニケーション研究、さらに本研究科での研究活動を経

て、この問題の根本原因は、一般大衆への情報伝達の方法、つまりメディアを通してのコ

ミュニケーションの現状にあるとの認識を抱き、それら既存メディアとは又違った形のコ

ミュニケーションをインターネットベース上で行い、その効果検証を行うことを念頭にお

いて研究に取り組んだ。

1.2 政治関心の定義

研究を行うに当たり、まず取り組まなくてはならないのは、「政治関心」という言葉の

定義づけである。研究を行う上で、様々な先行研究や、文献の調査を実施したが、結果と

して「政治関心」という単語についての明確な定義を述べているものが存在しなかったた

め、本研究における政治関心の定義を本項において行う。

又、「政治関心」という言葉に対する定義が存在しなかった他方で、「政治的無関心」

についての定義はいくつか存在したため、それらについて言及すると共に、参考にしなが

ら先行研究で用いられている手法によって、「政治関心」に対する言葉の定義に落とし込む。
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1.2.1 政治的無関心の定義

政治関心についての確固たる定義こそ存在しなかったものの、調査をすすめた結果「政

治的無関心」という言葉については、いくつかの定義が存在することが分かった。「政治関

心」という単語の定義が存在しないにもかかわらず、「政治的無関心」という言葉の定義が

複数存在する理由は、「政治関心」についての研究は、今まで主にその時時の民衆の政治関

心についての調査研究が主に行われており、政治関心が「あるJor rない」ということの基

準ではなく、それがどの程度の度合いであるかを測ることが多かったこと、それに対して、

「政治的無関心」は、政治に対して意見・興味をもたなくなるということに関して、考察

を行う研究が主流であったため、複数の有力な定義が存在するほどに、言葉の定義が充実

したものでると考えられる。

一般的に「政治的無関心」という言葉をあっかう場合は、アメリカの社会学者デイヴ

イッド・リースマンによる「二類型J[1]を指す場合が多い。リースマンは、もともと近代

社会における人聞の周囲との関わり合い方についての 3類型が高名であった。近代アメリ

カにおける工業化と利便化、それに伴い、伝統や親といった存在からの自立を確立させる

ための知識や技術の獲得といったモチベーションが衰退し、想像力や知識獲得の意欲が減

退してしまった「他人指向型」に変化したというこの「リースマンの 3類型J(社会的性格

の類型)から転じて、「政治的無関心」についても定義が成されている。

さらに、その「リースマンの二類型」をさらに発展させたものが、「ハロノレド・ラスウ

エノレの三類型J[2]である。ラスウェノレは、リースマンと同世代のアメリカの政治学者であ

り、彼の主張はリースマンの 1類型を細分化したものととらえておおむね構わないが、そ

れとは全く違った切り口として、「中井正 の四類型J[3]もこの項では扱いたい。中井は元

来政治学者・社会学者ではなく美学者であるため、一般に、このような「政治的無関心」

について論じるときに、あまりメインストリームの主張であるとは言い難いが、知識者層

に区切って定義したものであるという観点が、本研究にマッチするため、取り上げること

にした。

<リースマンの二類型> [1] 

・伝統型無関心
かつて存在した、明確な社会身分制度などに起因する、伝統的に政治は社

会的地位の高い者たちに任せておけばよいという考えから、一般大衆が政治

に対して関心を抱くことが出来ない状態。

リースマンはこの説を 1950年に発表したが、この 1961年時点で、すでに

このような政治的無関心の傾向というのは、あまりみられないとしていた。
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- 現代型無関心

工業化に成功し、物質的豊かさ、そして教育も充実した社会において起こ

る政治的無関心の構図。国民が自国の政治を他人事のように考え、関心を抱

かない状態のことを指す。

知識や素養を身に着けていたとしても、政治は自分とは関係ないと決めつ

け、参政せず、又、それを理解しようともしないのは、前述のリースマンの

社会的性格の 類型であり、近代の人聞においてよく見られる「他人指向型」

の社会的性格の人聞が多くなったことに起因する。

<ラスウェルの三類型>，[2]

・脱政治的無関心(De-political)
政治に対して関与していたものの、己の期待を政治によって充足することが出

来ず、裏切られたと感じ、政治に幻滅、関心を示さなくなってしまった状態。選

挙行動としては、「選挙には行くが、白紙投票をする」行為が当てはまる。

「リースマンの二類型」に当てはめるとすれば、関心を示さないという意味で

は「伝統型無関心」に、幻滅し関心を示さないという意味では「現代型無関心」

に当てはまる、これら二つを統合したような性格をもっ。

- 無政治的無関心(Apolitical)

政治とは関係のない他の物事に心を奪われており、政治に対して関心を向けな

い態度のことを指す。投票行動に当てはめるとすれば、政治ではない何か他の物

事に夢中であるが故、投票に行かないということになる。

- 反政治的無関心(Anti-political) 

政治そのものと距離を置き、積極的な政治との関わり合いを避けようとする状

態のこと。具体的には、宗教上の理由や、思想上の理由(無政府主義なめなどでそ

のような態度をとるケースなどが考えられる。当然、投票行動としても、投票を

行わないという態度が当てはまる。

<中井正ーの四類型>[3]

・敗退的遊離
現実の政治に対し、何か期待を裏切られたことを元に、幻滅、理想論のみを唱

える状態のこと。リースマンにおける「現代型無関心」、ラスウェノレにおける「脱
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政治的無関心」に相当する概念。

- 逃避的遊離

政治を「醜いもの」ととらえ、積極的にかかわろうとしない態度のことを指す。

政治を自らの興味から外してしまうという意味ではラスウェノレにおける「無政治

的無関心」、自己の信条から合わないものであるがゆえに関わりを避けようとして

いるという意味においては、こちらもラスウェノレの「反政治的無関心」とも同じ

ニュアンスを内包する。

- 妥協的遊離

批判することを忘れ、ただただ現状を追認するのみの状態。中井はアリストテ

レスの、アレクサンダー大王の封建的政治機構を確立した家庭を指して、妥協的

遊離としている。

- 妥協的遊離

無関心が屈折し、極端化した状態のことを指す。 政治に対する異議を、死を

持って示そうとするなどの、自暴自棄な行動をとる。「死」をある種の遊離である

と考えた概念であり、政治に関与しようという意思そのものは存在するため、完

全なる無関心とは言い難い。

くまとめ>

それぞれの「政治的無関心」の定義およびその種類について述べてきたが、ここでは、

それらを本化する。

基本的には、前述のとおり「リースマンの二類型」が「政治的無関心」を定義づける

上で 番包括的である。ここまでの文章でまとめてきたとおり、①「リースマンの二類型」、

②「ラスウェノレの三類型」、③「中井正 の三類型」の順序で細分化が成されていると言え

よう。本研究においては、これら 3つの政治的無関心の定義において共通している項を、

絞り出すことで、最も 般的な、現代社会に通ずる政治的無関心の定義として再定義した

し、。

共通項に絞りi6tr理由としては、上記 3定義の中でも今日の社会に即さないような内

容のものが存在するためである。たとえば、リースマンの「伝統型無関心」はすでに現代

日本において選挙権の付与といった問題は存在せず、現実味がないといった点が挙げられ

る。以上の観点から、下記の通り本研究における政治的無関心の定義を行いたいと思う。
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「政治的無関心とは

“現状の政治に対する期待を裏切られ、これ以上何かを働きかけても効果がないと悲観

し、諦めている状態。また、すでに期待を裏切られているため、積極的に新たに働きかけ

ることが出来ないさま。"

Iふ2 本研究における政治関心の定義

リースマン、ラスウェノレ、中井正ーの唱える各政治的無関心の定義、種類について前

項で述べ、まとめてきたが、この項で政治的無関心の避を取ることで「政治関心」の定義

を決する。政治的無関心を反転させる手法については、稲増・池田[4]の行った調査におけ

る、アンケート被験者の政治関心度合いを測る質問項目が、大規模社会実験[5]において行

われた私生活志向調査における政治非関与についての項目を反転した手法を参考にしてい

る。

又、「政治的無関心」のまとめだが、前項のまとめで述べたとおり「現状の政治に対す

る期待を裏切られ、これ以上何かを働きかけても効果がないと悲観し、諦めている状態。

また、すでに期待を裏切られているため、積極的に新たに働きかけることが出来ないさま。」

という、本研究における定義を使用する。

上記を踏まえた上で、本研究における「政治関心」についての定義を以下に示す。

政治関心とは

“現状の政治し何らかの期待を保持しており、その実現のために積極的に行動を起こす

ための興味が喚起されている状態。

ここで指す「行動」とは、「政治に関する情報の収集」といった比較的ハードノレの低い

ものから、具体的な「投票行動Jr政治活動への参加」までを包括する。"

1.3 研究の背景

本項では、 1，1項で述べた問題意識について、より詳しく、研究を行うに至った背景に

ついて述べる。

1，1項で述べたとおり、日本人が政治に対して関心を抱かなくなっているということは、

ある種の日本における共通理解となっているといえよう。しかしながら、数値的データを

見ていくと、単純に政治への関心がないと言い切ることのできない、複雑な現状が見えて

くる。本項では、「日本人の政治関心」について日本国内の動向と、世界との比較を通して

外観を示す。
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1.3.1 日本の政治関心現状

本研究の定義するところにおける「政治関心」では、「行動」を起こしているか否かも、

その度合いを測る上での要素であるため、最もシンプルな投票率の推移を下記に示す。

参院選投票率推移
1αョα)%

80.00% 

60.00% 

ー←参院選

40.0窃6

20.00% 

0.00% 

1947年 1953年 1959<年 1965年 1971年 1977年 1983年 198'9:年 1995年 2∞1年 2∞7年

図，1参議院議員選挙投票率推移 (数値は総務省発表)[6]

図，1は参院選の戦後の投票率の推移を表したものであるが、 90年代Lこ最低の数値を記

録してからの推移を考えると、ある程度の改善傾向にあることがうかがえる。ただし、 2000

年代に入ってからの直近 3回の投票率を比較すると、 56.42%(2001年)→56.54%(2004年)

→58.64%(2007年)とほぼ横ばいの数値が並んでおり、直近の選挙においては投票している

人々の層が変わっていないことが推察できる。

一般的に言われているような、政治離れ、政治への無関心という傾向からすれば、 90

年代に比べて、投票率が改善しているとしう事実は少々真逆のような印象を受けるが、そ

の、 90年代のもっとも低い時期を抜け出してからはほぼ横ばいであるということは、ある

程度は政治への関心を持つようにはなったが、それが大幅な改善に結びついているとは言

い難い状態があるということが言える。

1.3.2 世界との比較

では、世界と比較したときには、日本の政治関心の度合いはどのような位置づけであ

るのか。

11 



2∞5年

日本

韓国

アメリカ

イギリス

フランス

非常に関 まあ関心 あまり関 まったく関 わからな 『関心があ 『関心が

心がある がある 心がない 心がない い・無回答 る』 ない』

11.7弛 46.2略 32.2首 0.6首

8.5弛 41.2% 36.2首 1.5% 

15.4也 39.1~地 25.5岨 1.2岨

7.7% 25.5% 20.6首 1.3% 

9.3% 33.3% 31.3幅 0.4% 

表，1 世界各国の政治への関心度合い調査

「あなたは、今の自国の政治にどのくらい関心がありますか」に対する回答

(2005年度内閣府政策統括官・世界青年意識調査より抜粋)[7]

表，1では、内閣府政策統括官の行っている世界青年意識調査の結果をまとめた表であ

る。この表に寄れば、日本は政治に対して「非常に関心がある」と回答した人の割合が、

アメリカについで 2番目に多いという数値が出ている。また、その他の国々と比べると、

ヨーロッパ各国(イギリス・フランス)などと比較すれば、明らかに、日本のほうが自国の政

治への関心を強く持っているということがわかる。

つまり、政治にたいしての関心は他国と比較しでもそん色ないレベノレで持ち合わせて

おり、むしろ高水準と言えるにもかかわらず、投票率が伸び悩んでいるということの背景

には、関心があっても投票行動に結びつかないという、問題が存在すると言えよう。

1.4 政治へのあきらめ風土について

日本の政治関心度合いの現状についてまとめた結果、世間 般で言われているほど、

又、巷の報道や論評等で喧伝されているほど、日本人の政治への関心は低くないのではな

いか、という結論が得られた。しかしながら、投票率については横ばい傾向であることか

ら、関心があってもそれが投票行動に結びついていないというのが現状である。

そこで、政治的無関心の部分に立ち返ると、政治に対して、期待していたことが裏切

られたことが原因となって政治的無関心を引き起こしているということが考えらえる。つ

まり、日本における政治的無関心とは、「政治へのあきらめ」の風土が根付いてしまったこ

とに起因しているのではないかと、考えることが出来る。

Cappella ・Jamiesonは、このような政治へのあきらめを “Spir al of Cynicism"と表

現したことで知られる[8]。シニシズムとは「現世に対して逃避的・噺笑的な態度をとるJ(大

辞林より転載)ことであり、冷笑主義ともいわれる。 Cappella・Jamiesonは、メディア(お

もにテレビ)の政治における役割に着目し、公衆が政治に対して、ンニカノレになった原因は、

政治家だけではなく、メディアも大きな責任があるとしている。具体的にはメディアが、

政治に関する報道を娯楽番組化し、政治報道に客観的な事実を求めている公衆が、安易か
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つ均一な政治批判ばかりを目にすることになり、結果として「なにをやっても政治は良く

ならない」といった冷笑的な空気感が蔓延し、政治へのあきらめのスパイラルが発生して

いる状態のことを指している。

報道内容の娯楽
化(儲判only)

政治への簡め

限定された形で
の情報の伝達

図，2 シニシズムの螺旋図解

Cappella . Jamiesonの研究[7]はアメリカの選挙報道番組に焦点を当てたものであった

が、日本においても、この手の研究はいくつかなされており、特に、小泉純一郎元首相の

在任時代にはいわゆる「ワンフレーズポリティクス」といった短い単語を並べる手法や、

二軸対立構造を創り出す手法で(I官か民か」など)、国民の関心を特に集め、ワイドショー

やスポーツ新聞など、今まで、政治を扱ってこなかったメディアにまで取り上げられるにい

たった。その時期を指して、逢坂は「小泉劇場」と評している[9]0

又、谷口は、この Cappella. Jamiesonのシニシズムの螺旋を日本のテレビニュース

に当てはめ、日本においても、上記のような否定的文脈を持って語られる報道内容はシニ

シズムを引き起こしうるとしている[10]。

以上の観点から、現在の日本の政治に対する関心の低さ、もしくは、関心があっても

それが投票行動に結びついていないことの根本原因は、「政治へのあきらめ」にあると考え

られる。

1.5 本研究の目的・研究仮説

前項では、日本の政治への停滞感については、 日本人が自国の政治に対して「あきら

め」を感じてしまっていることに起因していることが明らかになった。すなわち、この「政

治へのあきらめ」を断ち切るための詳細な原因分析、および解決案を示し、その妥当性を
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検証することが、本研究の大きな目的となる。その研究目的を図示したものが、 図，3にな

る。この図で示した通り、政治に関心がありながら、政治に対してあきらめを感じている

層の「あきらめ」を断ち切ることで、図の中の矢印のとおり、「政治へのあきらめを感じて

いない層」にシフトさせるための原因分析と、方策の検討・検証が本研究の目的となる。

政治に無関心な層

図，3 政治関心による大衆のセグメ ント図

一口に 「政治へのあき らめ」を解消すると言っても、政治への意識・知識の度合いは

人それぞれである。図 3で示した通り、 大衆の中には政治についての関心がある層・無い

層が存在し、その中で政治へのあきらめを感じているか否かという観点において、さらに

セグメントを切ることが出来る。

研究では政治関心の高い層の中でも「政治へのあきらめ」 を感じている層の中でも、 「政

治知識の高低Jで区切り、その中でも「政治知識の高い層」を対象とし、あき らめの解消

を行うこと とした(第4章参照)。

加えて、政治知識の高い層に対して政治へのあきらめを解消するための方策として、

様々な選択肢を検討した結果、本研究においてはソーシャルメディアで、の政治討論につい

ての動画を共有する方法を採用した。その理由は第4・5章において詳しく記述するが、簡

潔に述べると、従来のマス・メディアとは違った情報パスにおいて実際にソーシヤノレメデ

ィアでのコンテンツ接触と、直接のコンテンツ視聴とでアンケートをとることで、その効

果の検討を行った(第6、7章参照)。

上記を踏まえて、 To/By/Usingの手法を用い本研究の目的を以下に述べる。

To:高い政治知識を持つ層の政治へのあきらめを解消する方法としての妥当性を検証する

By:政治へのあきらめを解消しう るソリューションを見出すことによって

Using:政治へのあきらめに対する原因の分析を行うことで
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又、この目的を果たすための研究仮説が以下になる。

ソーシャルメディアにおける

政治に関する八一ド=ユースコシテシ沙の共有

によるバーチャルな社会審参加を通じ

高い直治知議を持つ層の
~、

る

• 
※投票しなかった人→投票したいという意思を持つようになる
※調査対象の半数(50%)以上が改善されることを評価ポイン卜

以上を踏まえ、第 2章以降、日本における「政治へのあきらめ」についての根本原因

分析を行い、その問題を解決するソリューションの選定、さらにその妥当性の検証を行う。

1.6 論文の構成

この項では、本論文は全 8章から構成される。本章は第 1章であり、本研究を行うに

あたっての言葉の定義、研究背景と目的について述べたO 第 2章では第 1章で定義した「政

治関心」についての現状を詳しく分析する。第 3章では、政治関心減退の大きな原因であ

る「政治に対するあきらめ」について、ロジックツリーを用いて原因分析し、先行研究を

もとにそれらを精査、原因の絞り込みを行う。第 4章では、メディアの多様化による、政

治へのあきらめ感についての分析を行い、 AS-IS. TO-BEモデルを用いて、政治へのあき

らめを解消するメディア構成の「ありたき姿」を提示する。第 5章では、あきらめ解消の

ためのソリューションの選択を行う。第 6章では、選択したソリューションの有効性を実

証するための実験内容の詳細解説、およびアンケート内容の解説を行う。第 7章では実験

結果のまとめ・詳細と比較内容を示した上で、分析結果の検討を行う。第 8章では実験結

果を踏まえての結論の提示を行った上で、 今後の課題について述べる。
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第 2章政治関心についての現状分析

2.1 本章の目的

日本における政治関心への度合いは1.3でも述べたとおり、他国と比較しでも、政治関

心そのものは決して低くはないものの、それが投票行動に表れていないという現状が存在

する。1.3では、外観を掴むにとどまったが、本章では、さまざまな角度からデータを集積

し、分析することで、その日本における現状を詳しく分析すると共に、世界各国との比較

を通じて、どのようなレベルに位置づけられるのかについて考察を深めることを目的とし

ている。また、データを提示することで現状における、日本の政治関心の傾向を明らかに

するものである。

2.2 日本の政治関心についての分析

1.3.1で提示した通り、日本の戦後の参院選の投票率は、90年代に最低を記録したのち、

2000年代に入って改善傾向にある(図 1参照)。ただし、改善したといっても 2000年代に行

われた参院選の投票率は、 3回行われたが、おおむね横ばいと言える状況が続いている。つ

まり、 90年代から比較すれば、投票率そのものは改善されてはいるが、 2000年代に入つて

の改善はすでに頭打ちと言え、実際に投票を行っている層は固定化しているという可能性

を指摘することが出来る。

加えて、1.2.2で定義した意味における「政治関心」を測る上で、投票率は目的に沿っ

た指標ではあるが、一要素としての性格が強い。そのため、日本人の政治関心を測るため

には、もっとダイレクトに日本人の政治関心の度合いについて抽出した調査内容を提示す

る必要があると言える。

図，4は、内閣府が 2005年度に実施した「国民生活選好度調査」の中から「社会の成り

行きや政治には人並以上の関心を持っている」という質問に対する回答を抜粋・まとめた

グラフである[11]。回答は「全くそうではないJrどちらかと言えばそうではないJrどちら

かと言えばそうであるJr全くそうである」の 4段階評価によるもので、ローデータは示さ

れていないものの、各ステータスのパーセンテージが発表されている。この図は、統計を

取り始めた 1978年からの結果を並べている。

時系列で並べ見てみると、「社会の成り行きや政治には人並以上の関心を持っている」

という質問に対して、「全くそうではない」の割合は、 90年代に最低値を記録した上で、基

本的には減少傾向にあり、最新の値である 2005年の値では、全体の 6.6%という、調査開

始以来の最低値まで下がっている。
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内閣府 「国民生活選好度調査J(国民の意識と二一ズ・ 2005年)

I社会の成り行きや政治には人並以上の関心を持っているj についての回答

1978198119841987199019931996199920022005 

調査実施年度

.無回答

.全くそうではない

.どちらかと言えばそうではない

.どちらかと言えばそうである

.全くそうである

図，4 2005年度・国民生活選好度調査「国民の意識とニーズ」より抜粋[11]

又、全回答における「全くそうであるjの劃合は 1996年に最低値を記録してから、回

復傾向にあり、「どちらかと言えばそうであるj の占める割合については、直近の調査結果

である、 2005年において、調査開始以来の最高値である 48.8%を記録している。

このように、図，2から読み取れるのは、「政治関心」 のみを抽出しても、図，1で示した投票

率とほぼ同傾向を示しており、 1990年代に最低値を記録してからは、回復傾向にあり、又、

こちらの「政治関心」のみについてであれば、図 1でみられたような停滞はなく、近年、

過圭最高の政治関心の値を記録しているということが言える。この二つのデータを比較す

ることで見えてくるのは、あくまで日本人は政治に対しての関心を持っているために、一

般的な意味で想定されているような「政治的無関心j と言える状態ではなく、政治につい

ての興味や関心はあるものの、それが投票などの政治行動に結びついていないということ

が読み取るこ とが出来る。つま り、わかりやすく要約するのであれば、政治関心が低いの

ではなく、政治に対しての参加度合いが低いということが出来る。

1990年代の政治関心の低下はバブル崩壊後の日本において 「政治不信Jがまねいた結

果である とされている。小林は、 1993年衆院選の投票行動の分析において、この選挙の投

票率を低下させた要因が、政治腐敗や政治改革などを争点にしていたため、有権者の政治

不信を招いたことであると結論付けている[12]。

しかしながら、2000年代に入って、それが急激に回復傾向に向かったことの要因(図.2

参照)は、前述のとおり 、劇場型と評された小泉純一郎元首相のメディアを駆使した政治の

一般化が寄与した部分が大きい。いわゆる「ワンフレーズポリティクスj と呼ばれる、政
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治的フレーズを駆使するアイデアの政治という、新しい政治(ニューポリティクス)によって、

一般公衆の興味をあおることに成功し、彼の政権が意図する問題点について争点をコント

ローノレすることで、平成に入ってからは異例の長期政権を築くに至った。前述の逢坂の研

究では、 2005年の衆院選において、大幅に選挙報道量が増えたことを示しており [9]、尾崎

の研究においては、同選挙についての調査から、テレビ視聴時聞が長かった人が自民党支

持に回ったとの結果を示した[13]。これは、 Cappella・Jamiesonの「シニシズムの螺旋」

[7]で扱われた、アメリカにおける公衆の政治に対する冷笑を引き起こす状況にも似ている

が、結果として、投票率は伸びているため、一定の政治関心への回復の効果があったと認

められる。このように、 2000年代の政治関心の回復、および政治参加の度合いの停滞は、

良くも悪くも小泉純一郎氏の引き起こした、メディアを巻き込んだ政治スタイノレに起因し

ており、データの示した、政治関心はあるが、政治参加度合いは停滞しているという、傾

向を裏付ける形となっている。

2.3 世界各国との政治関心比較

前項では日本の政治関心の現状についてのデータおよび先行研究を通じて日本国内の

傾向として、決して関心が低いわけではないものの、それが政治行動に結びついていない

ということが明らかになった。そこで、本項では1.3.2で行った、世界各国との比較をさら

に深めていく。

2口1口年

日本

韓国

アメリ力

スウェーテン

非常に関 まあ関心 あまり関 まったく関 わからな 『関心が 『関心が

心がある がある 心がない 心がない い・無回答 ある』 ない』

6.5% 40.2% 

昌吉
2.1胃

454Baaa83ss7m 省% 省日号9.6弛 43.7略 1.1首

30.7唱 38.5% 1.0胃

13.6唱 30.飢 0.7胃

表，2 世界各国の政治への関心度合い調査

「あなたは、今の自国の政治にどのくらい関心がありますか」に対する回答

(内閣府政策統括官・ 2010年度・世界青年意識調査より抜粋)[7]

表，2I土表，1で引用した、内閣府実施の世界青年意識調査の 2010年度の最新結果をまと

めて表にしたものである。この調査は、内閣府が、世界各国の青年層に対して、様々2005

年度に実施されたものと比較すると、日本においては「非常に関心がある」が 11.7%→6.5%

と低下しており、調査対象の 4か国の中で最下位となっているが、「まあ関心がある」の回

答割合は各国のなかで 番多く、又、「全く関心がない」については下から 2番目の数値で

あることから、世界の中で比較しでも、そこまで政治関心が低いとは言えない。

又、 2005年と並べて比較することで、調査結果がシーズナリティにも大きく影響をう

18 



けていることが推察される。たとえば、日本において、 2005年は小泉政権による郵政選挙

があり、前述のとおり、政治報道量が増えた年であった[9]。それと似たような状況として、

アメリカにおいては20ω年のオパマ政権樹立という大きなトピックによる政治への関心の

高まりが持続されていると考えられるため、ここまで極端に「非常に関心がある」が増え

たことが推察できる。加えて、国民性や政治に関する関わり合い方が、この調査結果に及

ぼす効果もあると考えられる。

以上の観点から、 2005年時点においては、世界的に見ても政治関心が高い水準にある

と言えたが、 2010年における調査では、それがだんだん衰退傾向にあり、サンプノレ国家数

が少ないことは割引いて考えなくてはならないが、アメリカやスウェーデンといった欧米

諸国に劣るという結果が出ている。データの内訳を子細に検討すると、 慨には政治関心

が低いとは言い難いものの、やはり日本において1.4で述べた「政治へのあきらめ」のムー

ドが蔓延しているといえる結果が示されている。

2.4 まとめ

本章は、政治関心に関する様々なデータを集め、考察することで、日本における政治

関心の現状を分析、さらに海外との比較を通じて、日本の立ち位置を明らかにしてきた。

日本における現状としては、投票率など、政治行動を見る指標においては、 2000年代

に入ってからの改善傾向に頭打ち感が見られるものの、政治関心そのものを見る指標にお

いては、過去 30年来の調査データを比較しでも、最高値を記録するなど、むしろ政治関心

そのものは高まっていると言える。つまり、政治的無関心が蔓延しているのではなく、政

治不参加が蔓延しているというのが、この国の現状を表す表現として最もあてはまるもの

であると結論付けることが出来た。

又、他国との比較においては、内閣府実施の 2005年度と 2010年度の世界青年意識調

査における「あなたの、今の自国の政治にどれくらい関心がありますか」の問いに対する

回答を抽出し、比較した。その結果、政治関心という意味では、 2005年は郵政選挙があっ

たこともあり、国際的にみて高いレベノレにあったが、 2010年は高いとは言い難い数値をの

こしたことが分かった。政治トピックスのシーズナリティなど、考慮しなくてはならない

要素もあるものの、世界的に見たときに、現状の日本の政治関心は決して高くないところ

に位置していることが分かった。

以上のことを総括すると、日本においては政治に関心があっても政治行動にそれが表

れていない。また、その結果として、世界レベノレで比較したときに、近年においては政治

関心という観点から見ると、決して高いといえる水準に達していない、ということが言え

る。加えて、その原因としては、1.4で述べた、「政治へのあきらめ」の存在が、日本に置
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いて蔓延していることが考えられ、政治関心があっても政治参加に結びつかないという現

状が存在すると結論づけることが出来る。
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第 3章政治への「あきらめムード」の原因分析

3.1 本章の目的

第2章において、日本における政治関心は一定水準にあるものの、それが投票行動に

結びついておらず、海外と比べたとき近年においては政治への関心が高いとは言えないこ

とが明確化された。また、その傾向は、1.4で述べたような「政治へのあきらめ」が日本に

蔓延しているということが証明するものと言える。

そこで本章においては、その日本における「政治へのあきらめ」が起きている原因を、

ロジックツリーを用いて、問題点を分解し、明確化する。加えて各原因について分析を行

い、根本原因を特定することを主眼に論を展開してし、く。

3.2 口、ジックツリーによる問題点分解

本項では、日本において「政治へのあきらめ」が起きている原因を、ロジックツリー

を用いて分解してし、く。

Al.l 
選挙制度の問題

在外品一備」

Al A1.2 
日本における政治への諦め 文化的背景における問題

A1.3.2 
メディアの多緩化による功罪

図，5 日本における「政治へのあきらめ」についての問題点深堀

図，5は、研究を行うにあたり作成した、日本の「政治へのあきらめ」を引き起こして

いる原因を要素分解した様子を図示したロジックツリーである。 図においては、前述のと

おり日本の政治関心の停滞の原因を 「日本における政治へのあきらめ」であると設定した

うえで、それを引き起こす問題点をその次のレイヤーで示している。具体的には 「選挙制
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度の問題Jr文化的背景における問題点Jr報道・コミュニケーションに関する問題点」と

いう 3つの問題点を上げることが出来る。また、各問題点をさらに深堀すると、 3段階目の

レイヤーの具体的な原因と呼ぶことのできる根本要因までたどり着くことが出来る。

尚、この図，5のロジックツリーにおいては、「政治の質そのもの」についての記述が存

在しないが、それは、政治家そのものの自浄効果に期待を抱くことが難しいことが、シニ

シズムの螺旋の大元であるという CappellaとJamiesonの主張に論拠し、政治および政治

家の質そのものの問題点という観点は、あえて外していることをここに記す[8]0

3.3 選挙制度における問題点

本項では、前項(32)で示した「政治へのあきらめ」のネックとなっている問題点のう

ちの 1つ「選挙制度における問題点」について深く分析していく。図，5で示した通り、「選

挙制度における問題点」としては「期日前投票制度の不整備Jr在外選挙制度の不整備」の

二点を挙げている。この二点においては、前々から選挙制度の不備が指摘されており、そ

れらを改善するための選挙制度改革が行われてきた実績が既に存在する。

3.3.1 選挙制度改革のサマリー

1990年代における投票率低下については、前述のとおりだが、この時期から従来の日

本の選挙制度には様々な問題があると指摘され続けてきた。たとえば、投票時聞の問題な

どが真っ先に挙げられる。この問題については、平成 10年から二時間延長になり、午後 8

時まで延長となった。

ここでは、図，5で挙げた問題点、政治への興味が失われる「期日前投票制度の不整備」

「在外選挙制度の不整備」の二点をメインに、選挙制度改革が行われてきた過程をまとめ

る。

<期目前投票制度>

従来は、不在者投票制度が実質的に期日前投票の役割を果たしていた。しかしながら、

この不在者投票制度は、制度利用可能な有権者の要件の(老人ホーム、病院などの選挙管理

委員会に指定された施設などで投票することが出来る)が非常に狭いなどの問題を抱えてい

たために、投票率を低下させる大きな要因であり、ひいては、政治関心を減退させ、政治

行動を制限するものであるとされてきた。

そこで、『期日前投票制度の創設等を内容とする公職選挙法の一部を改正する法律が第

156回国会で成立し、平成 15年 6月 11日に公布、平成 15年 12月 1日から施行』される

こととなったお]。この「期日前投票制度」においては、有権者自らが登録されている選挙
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人名簿に準じた市区町村において投票する場合において、前述の不在者投票制度の要件を

緩和する形で策定された。不在者投票制度との大きな違いは、期日前投票制度においては、

有権者が直接投票箱に投票することが可能であるという点である。

<在外選挙制度>

在外選挙制度は平成 10年 5月6日に行われた公職選挙法の改正において公布された在

外選挙法案がもととなり、同 12年 5月 1日から実際に施行され、在外投票することが可能

となった。しかしながら、その投票することのできる範囲が比例代表選への投票に限られ

るなど、問題を多く含んでいたため、在外邦人の政治参加の機会を限定してしまう要因で

あったと言える。

しかしながら、 2005年 9月 14日に上記の在外投票の対象が比例代表選にのみ限られ

ている点が、違憲であるという違憲判決が最高裁において下ったことにより、公職選挙法

の改正が行われ、投票範囲が、比例代表選のみではなく、選挙区についても在外投票が行

うことが可能になり、 2007年 6月から実施された。

3.3.2 選挙制度改革による効果

上記のとおり、日本における政治関心の停滞および、政治へのあきらめを引き起こし

ているとみられた、選挙制度の問題点においては、すでにある程度の方策が打たれている

ことが明らかになった。ここでは、それらがどれだけの効果をもたらしているかについて、

論じていく。

点目の「期日前投票制度」については、東京都選挙管理委員会(2008年)の報告によ

れば、既に一定の効果があらわれているとされている。期日前投票制度改革が行われたの

ちの、平成 19年(2007年)の参議院議員選挙において、東京都で投票を行った当日有権者の

うち 10.81%、投票者全体の 18.68%が期日前投票を利用したというとの調査結果が得られ

ている。これらの割合は、前回の国政選挙である平成 16年(2004年)の参議院議員選挙と比

較してそれぞれ 3.92%、6.39%上昇されていることになる。以上のデータから、投票選挙管

理委員会は、不在者投票制度からの改革の結果、有権者が投票行動をおこした結果である

との分析結果を残している[14]0

二点目の「在外者投票制度」の改革については、図，6の総務省発表のデータを参照す

ると、在外投票が開始された平成 12年と、直近のデータである平成21年を比較すると、

実に二倍近い値の違いがみられる[15]0

改正が施行される前は比例代表選のみ投票可能であったため、データを均すために比

例代表選のデータのみを抜粋し、掲載されているが、数値的に大幅な伸びが見られるため、
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施策の効果が出ていると考えられる。

国在外投票の状況(比例代表)
(単位:人)

29.07 

13.7.29 参 73.651 22.054 10.554 10.312 1.188 29.94 

15.11.9 衆 73.740 11.749 7.094 4.135 520 15.93 

16.7.11 参 80.885 20.640 15.965 3.506 1.169 25.52 

17.9.11 21.366 18.285 2.296 785 25.82 

19.7.29 参 102.551 24.187 19.996 2.435 23.59 

21.8.30 衆 107.919 28.894 23.731 2.716 2.447 26.77 

※在留邦人数調査統計 (平成20年10月1日現在)によると海外在留邦人は約112万人であり、そのうち20才ιL上の推定有

権者数は84万人と言われている。

来 「選挙夜種類j欄の「衆j及び 「参1は、それぞれ 「衆議焼議員鎗選挙J、 f参議院議貫通常選挙Jを表す.

図，6 在外投票の状況(総務省・選挙部「目で見る投票率」より抜粋)[15]

以上のように、前項で問題点であると挙げた点におレては、すでに解決策が打たれて

おり、一定の効果を示しているとレうことが、結果と して明らかになった。つまり、「選挙

制度の問題Jは日本における「政治へのあきちめ」の根本原因とは言い難いとレう結論を

得るごとが出来た。

3.4 文化的背景における問題点

本項では、図，5で示した問題点のうち、文化的背景に起因する、政治関心の停滞の問

題について論じる。日本の政治への関わり合レ方を、文化という切り口から分析、考察す

ることで、「政治へのあき らめ」 の根本原因と言うこ とが出来るかを見極めていく 。

図，5で示 した通り、 女化的背景における問題点は「政治について公共の場で話す文化

が存在しなし、」 ごとと 「ディベート女化の有無」 を上げる ごとが出来る。基本的仁は、 ご

の二つを兼ね備え、かつ、表，2で示 した自国への政治関心度合い調査Lこおいて「非常Lこ関

心がある」の回答が全体の 30.7%を締めたアメリカとの比較を通じて、日本との政治への

関わり方の文化の違いを紐解レてレく。

3.4.1 日米聞の政治意識についての比較

図，5で示した通 り、女化的背景仁おける問題点は 「政治について公共の場で話寸文化

が存在しなし、」こと と「ディ ベート文化の有無」を上げることが出来る。

河野によれば、日本と米国の政治意識について比較したときに上げることのでき る大
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きな相違点は年少期からの教育によるところが多いという [16]0具体的には、日本において

は具体的な知識を教え込み、教わった通りに問題を解くことが最大の美徳とされる教育を

受けることに対して、米国においては、初等教育の段階から人と議論することを多くカリ

キュラムの中に取り入れている。その最たるものがデイベート文化であり、ディベートに

関する授業を通して、 つの事象について自分自身の意見を持ち、それを口に出す力が養

われる。そのため、政治に関する話題も自然と議論しやすい土壌が形成されるのである。

又、加えて、特定の政党に対して強い帰属を持つ層が多いため、各個人聞のイデオロ

ギーの違いが比較的身近に感じられ、その結果政治について公共の場で、会話する機会が増

えているという点も指摘されている。ここには、宗教観などのブアクターが絡んでくるた

め、話す相手を選ぶ傾向もあるものの、その宗教にまで根ざした政党支持の存在も日本と

の大きな政治意識における違いである[16]0

3.4.2 考察

前項で述べたとおり、日本とアメリカの聞には、文化レベルもしくは宗教レベノレで根

ざした政治意識の違いが横たわっており、その違いが日本人の政治への関心度合いがアメ

リカと比較したときに大きく下回る現状を作っている要因だということが出来る。

しかしながら、そのような文化的な違いを乗り越えるためには、ディベート文化をも

し根付かせるという方向性であれば、幼少時からの教育効果を測る必要が出てくる。又、

政治に対して宗教的帰属を醸成することが、本当に政教分離の観点から行ってよろしいこ

となのかについては疑問が残るため、本研究において解消すべき問題点として、文化的問

題は則さないと言える。

3.5 報道・コミュニケーションに閲する問題点

本項では、図，5で示した問題点のうち、報道・コミュニケーションに起因する、政治

関心の停滞の問題について論じる。すでに、マス・メディアにおける報道が引き起こす政

治関心の減退については1.4においても述べたが、本項では、その報道及びそれが引き起こ

すコミュニケーションの問題について論じていく。

3.5.1 概観

1.4で言及している「シニシズムの螺旋」において、 Cappella・Jamiesonは、アメリ

カにおけるメディアによる選挙報道のショウ化が、公衆の政治に対して否定的な態度の醸

成につながっていることを指摘している[8]。アメリカの選挙報道では、政治家の言動には

必ず利己的な戦略的動機があるとみなす論調が多く存在する。彼らは、このような報道の
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仕方を通じて情報を受け取った人々は、すでに持っている否定的政治意識を活性化させる

という結果を報告したのである。つまり、報道による政治家への安易な批判等がメインと

なった報道に接することで、そのメディアを見る公衆が、報道内容に対し「冷笑的な態度」

を取るようになり(、ンニシスムの活性化)、政策制度や政策過程について、公衆が否定的な態

度を示したということを明らかにしたのである。また、メディアが単なる政府の広報機関

ではなく、メディアが意図をもってニュースとして報道している以上、その意図に沿って

流された「ニュース」こそが、今の社会における問題を定義する「プレーミング、(丑aming)J

を行っているのだということを、別の著書において Cappella・Jamiesonは示している[17]0

他方で、このような報道番組の娯楽化を通じて、今まで政治についての情報が届いて

いなかった層が、政治に関心を示すというポジティブな 面を見出す意見も存在する。た

とえば、前述の逢坂の研究においては、テレビ報道量が増えたのが 2005年の衆院選であり

[9]、その結果、自民党は支持者数を伸ばしたとされており [13]、それが一概に、プラスの

効果を政治へのあきらめに関して示したとは完全には言えないものの、数値上は、投票者

数が増えるという、政治行動の増加は証明されている。

又、全く別のパースベクティブからの指摘として、「シニシズムの螺旋」による政治へ

のあきらめ感に否定的な意見を提示する意見も存在する。伊藤は政治に対する民衆の態度

を決定するものの大きな要因として「空気」を上げているが、この空気の中にはシニシズ

ムだけでなく「ジンゴイズム(愛国主義的対外強硬論)Jも内包されており、又、政治に対す

る公衆の態度を決定づける「空気」を発生させるのは、 Cappella・Jamiesonが指摘したメ

ディアだけではないとして、否定的な立場をとっている[18]0

このように、マス・メディアの報道が引き起こすコミュニケーションを通じて、公衆

が受ける影響に関しては、マイナスであるという解釈、プラスであるという解釈、そこに

加えて、あまり大きな問題ではないという解釈という、様々な解釈が存在しているのが現

状である。

3.5.2 日本における報道とコミュニケーションに起因する問題点

では、前項を踏まえた上で、日本における報道とコミュニケーションに起因する問題

について論じていく。

日本に特有の事象と言えば、 2.2でも論じたように、小泉純郎元首相政権時代におけ

る、「新しい政治」の以前と以後において、大きく報道が一般大衆に与えた影響にちがいが

あるという点が挙げられる。小泉政権以前は、図 7からもわかるとおり、投票率は低迷し

ていた。
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図，7 参議院議員総選挙投票率推移(総務省・選挙部「目で見る投票率Jより抜粋)[1司

98年の参院選までその要因にはいわゆる政治不信があったと小林は分析・指摘してい

る[19]。しかしながら、 2001年に小泉政権が発足して以降、急激に「ワンフレーズポリテ

ィクス」に代表されるような劇場型のアイデアが重視される政治が導入されたこと、そし

て、わかりやすい二項対立軸を提示する手法により、メディアにおいて政治が大きく取り

扱われるようになると、投票率は改善の傾向を示したと言える。

日本のケースにおいて、具体的に報道による「シニシズムの螺旋」が政治関心または

政治意識の停滞、あきらめ感の醸成にダイレク卜に影響を及ぼしているとしづ結果を示し

た研究はあまり存在しない。しかしながら、谷口は、具体的番組名を挙げ、否定的な文脈

をもって政治についての報道を行うテレビニュースが(テレビ朝日の「ニュースステーショ

ンjを例にとり)人々のシエシズムを活性化させるという趣旨の結論を示している[1叶。つ

まり、小泉政権の発足によるメディアを通じた劇場型政治が、一種のマイルストーンにな

っており、そこを境に、「政治不信j→「シニシズムの螺旋j と、投票率や政治関心が伸び

悩む要因が変化したと言えよう。また、政治関心そのものは決して低くないものの、一度

改善傾向を見せた投票率が停滞気味であることからわかるように、政治参加について未だ

改善が見られないこと、 2.3で比較したように、他国とくらべて政治関心のレベルが低いこ

とを鑑みるに、報道とコミュニケーションに起因する問題は、まだまだ解決していないも

のであると考えられる。
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3.6 まとめ~問題点の絞り込み~

本章では、日本における「政治へのあきらめ」を引き起こしている要因を「選挙制度

の問題点Jr文化的背景における問題点Jr報道・コミュニケーションに関する問題点」に

分解、それぞれを子細に検討することで、何が根本原因であるかを抽出することを主眼に

置いて論を進めてきた。

問題点を分解し、それぞれ検討して言った結果「選挙制度の問題点」については、す

でに行政によって施策が打たれており、それが一定の効果を示しているという結論を得る

ことが出来た。また、「文化的背景における問題点」については、デイベート文化の有無や、

政治について公共の場でしゃべる風土の醸成に 役買っている宗教による政治への帰属が

日本においては則さないことが明らかになり、研究スコープからは少し外れてしまうこと

が明確になった。

他方、「報道・コミュニケーションに起因する問題点」については、メディアが公衆に

与える政治関心への影響、およびあきらめ感の醸成については、プラス/マイナスの様々な

意見が存在するが、日本においては、近年の政治不参加への根本動機への変遷がうかがえ

ることから、末だ解決すべき問題が内包されているとの結論を得ることが出来た。よって、

本研究においては、この「報道・コミュニケーションに関する問題点」について、日本の

政治へのあきらめを解消するための 番の根本原因であると定義づけることとする。
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第4章報道・コミュニケーションの問題に起因する日本の政治へのあきら

め

4.1 本章の目的

第3章において、政治へのあきらめの根本原因は「報道とコミュニケーションに起因

する問題」であるという結論を得ることが出来た。また、その背景にはメディアの報道内

容の多様化というパックグラウンドがあり、その効果が是か非かの結論は様々であるもの

の、その多様化が、日本における政治へのあきらめ感の大きな要因であることは、投票率

の推移と、投票行動の分析からも明らかである。

そこで本章では、この「報道・コミュニケーションの問題に起因する、日本の政治へ

のあきらめ」という問題についてメディアの多様化という切り口から分析を加え、そのプ

ラス面マイナス面をそれぞれ明らかにした上で、 AS-IS庁O-BEモテ、ノレを用いて、既存のメ

ディア構造と理想、の「ありたき姿」を提示したうえで、本研究がどのような部分の問題に

対してソリューションを提案するものであるかを示すことを目的とする。

4.2 政治報道内容の多様化による功罪

報道によって引き起こされる、政治へのあきらめ感は、報道内容が多様化したことに

端を発している。

元来、テレビニュースなどによる政治報道は、視聴者の政治関心、政治参加において、

負の効果をもたらすとされてきた。 Putnamによれば、テレビ視聴時聞が長くなればなるほ

ど、「ポーリング」に代表されるような地域コミュニティへの参加が減ることとなり、ひい

てはソーシャノレキャピタノレの減退を招き、それが政治に対する関心・行動の度合いを弱め

るという [20]。また、日本においても小林が「社会集団への関わりが政治参加への足がかり

になる」と述べている[21]。しかしながら、この論には反対意見もあり、 Norrisは、テレ

ビ視聴時間全体に占める、ニュースの視聴時聞の害l卜合によっては、テレビ視聴は、政治関

心・政治参加について正の関係性を示すとしている[22]。このように、論が紛糾したことの

原因としては、報道内容そのものが、時代の変遷とともに変化、多様化したことによる。

そのトレンドをつかまずに、全ての政治報道を 緒くたにして考えたがゆえに、賛否両論

という状態が招かれたと言えよう。

では、政治報道の内容は、どのように多様化していったのか。そもそも、日本におい

て政治に関する報道は、アメリカから遅れるほど 20年、 1980年代に起きたことである。

それまで、政治に関する報道番組と言えばNHKにおけるごく限られた時間(4分半)の政見
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放送のみしか行われていなかった。加えて、新聞広告などに関しでも政党ごとの広告以外

は認められていなかった[23]。つまり、 Cappella・Jamiesonが指摘したような「プレーミ

ング」という観点から[17]、報道内容を受け手に向けて区切るようなことが発生したのは、

日本においてはごく近年のこととなる。

1980年代に入って、初めて NHK以外の民放各局も政治について番組で、扱うようにな

り、又、前述のとおり、小泉政権下の「ワンフレーズポリティクス」により、政治に関す

る話題が世間一般においても関心事となり、いわゆる「数字の取れる」コンテンツとなっ

たことにより、それまでの NHK然とした客観的事実を報道するのみであった、メディアに

おける政治報道の内容が、一般大衆の目を引くような、政治家のスキャンダノレや、政権批

判などのネガティブなオピニオンを発信する内容のものまで、多岐にわたるようになった

ことが、報道内容の多様化のきっかけである。

各報道機関もそれぞれが営利企業であり、テレビにおいては報道においても視聴率が

取れること、すなわち稼げることが重要であるという価値観が根底に存在する。つまり、

丸山が述べているように「楽しくなければテレビではない」のである[24]。そのため、政治

報道の内容は、「売れる商品」として仕立てあげられるべく、編集されたうえで流される。

そのような変化にもっともマッチしたのが、小泉政権の劇場型政権であった。

小泉政権発足後、政治に関する報道量が増えたことは逢坂が示しているが[9]、報道内

容はどのように変化したのだろうか。具体的に、報道内容には「ハート、ニュースJrソフト

ニュース」の二種類が存在するとされてきた。萩原らに代表されるように政治に関する報

道はすべて「ハート、ニュース」であり、それ以外のスポーツや芸能についての報道を「ソ

フトニュース」として区切っていた。しかしながら、政治について扱う報道番組の中にも、

NHKに代表されるようなストレイトニュースから、バラエティー寄りの討論番組や、ワイ

ドショーに至るまで多岐にわたるのが実情であり、従来の「ソフト/ハード」の区分では、

うまくメディアの接触による政治関心への態度の変容を抽出することが出来ない。そのた

め、本研究では Baumによって提唱された「従来のニュース番組とは異なり娯楽性に基づ

く、擬似的なニュースもしくは情報番組」のことをソフトニュースと定義し[26]、娯楽性を

もっ政治報道をソフトニュースとし、それ以外をハード、ニュースと呼ぶことに定義する。

つまり、ソフトニュースが増えたことが、すなわち報道内容の多様化と言うことが出来る。

それらソフトニュースが増えたことにより、今まで政治報道に触れなかった人々は、

政治に触れる機会が増えたことについては、疑いの余地はないが、ソフトニュースとの接

触が増えたことについては、政治への関心に対して、プラス・マイナスどちらの効果を与

えているのかについては、意見が分かれるところである。また、もともと、政治関心が高

い、もしくは政治知識の高い人々にとっては、前述の「シニシズムの螺旋」を引き起こし
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ていると考えることもできる。そのため、メディアによる政治報道内容の多様化は、功罪

両方の効果を世間にもたらしていると言えよう。

4.2.1 政治報道内容多様化による政治関心へのブ9ラス効果

政治報道内容の多様化によって、それを受け取る公衆の政治関心へのプラスの効果に

ついて論じていく。

まず、確実にあげるべきプラス効果は、受け手の政治知識の増大であろう。飽戸はこ

れをメディアによる公衆への「政治教育機能」と定義づけている[23]。マス・メディアでの

政治報道が行われることで、政治に関する情報量が依然と比較したときに飛躍的に増した

ことは疑いの余地がない。

特に、この「政治教育機能」は、報道内容が多様化したことによって、政治知識の低

い層に対して大きな役割|を果たしていると言える。前述の「ソフトニュース」の再定義を

行った Baumは、娯楽的ニュース番組が普及することによって、今まで政治に対して関心

を抱かなかった層が政治にひきつけられるようになったとしている[26]。また、同じく

BaumとJamiesonの共同研究では、ソフトニュースに分類される"TheOprah Winfrey 

Show))の視聴効果を分析し、政治知識の低い層にとっては、このようなソフトニュースの視

聴が投票行動に向かわせる要因となっていると述べている[27]0

又、飽戸は前述とは別の著書においていわゆるネガティブキャンベーンは、そのウイ

ットに富んだ内容から、受け手である公衆の関心を引くことに 役買っており、政治家に

対する批判を行うことも、今まで政治に関心を持っていなかった層においては、政治関心

にプラスの効果をもたらしているとしている。 [28]

4.2.2 政治報道内容多様化による政治関心へのマイナス効果

次に、政治報道内容の多様化による、公衆の政治関心へのマイナス効果について論じ

ていく。

4.2.1では、ソフトニュースを視聴することが投票行動に繋がるという趣旨の主張行う

論文を紹介したが、その問題については結論がついておらず、 Priorは、ソフトニュースが

受け手である公衆を政治にひきつける効果は薄いと主張している。また、政治知識の度合

いという観点から見ても、政治報道に限らず、メディアそのものが多様化したことにより、

ニュースを見る層とみ無い層が完全に分割されてしまい、政治知識の格差が広がったとい

う主張も行われている[29]0

加えて、ソフトニュースで扱われるような政治家への批判やスキャンダノレの報道は、

やはり「シニシズムの螺旋」に繋がっており、谷口は具体的に番組名を挙げて、ソフトニ
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ユースをコンテンツとする報道番組が日本において「シニシスムの螺旋」を引き起こして

おり、それが引いては「政治へのあきらめ」に繋がっていることを指摘している[10]0

又、ソフトニュースの報道量という観点においては、 Ph町 rは、政治家の汚職報道が行

われた量と政治への満足度合いのデータから、両者が負の相関関係を持っていることを示

している[30]。つまり、娯楽性を持たせた政治報道であるソフトニュースは、その娯楽性、

視聴者を引き付ける魅力と引き換えに、政治についてのあきらめを引き起こす側面も存在

するということもまた、事実であるということが出来る。

4.2.3 総括

政治報道内容の多様化による功罪について、プラス/マイナスの両観点から分析を加え

てきたが、これまでにも数多くの研究がなされているにも関わらず、その是非は紛糾して

おり、特に、ソフトニュースが公衆に与える影響においては、効果の是非が完全に二極化

して結論が各研究においてわかれており、結論を導き出すのが難しいのが現状である。

しかしながら、政治報道を「ソフトニュースJrハート、ニュース」の二つに切り分けた

ことと同じように、その報道を受け取る公衆についても区分を与えることである程度の傾

向を見出すことが可能になる。

この観点に着目したのが稲増・池田であり、メディアとの接触が各個人の政治関心に

対して与える影響について、報道コンテンツを「ソフトニュースJrハード、ニュース」に区

切った上で、受け手についても政治知識の度合いを測ることで「政治知識の高い層Jr政治

知識の低い層」の二つに切り分けることで、それぞれの層がそれぞれの報道内容に触れ合

ったときに起こる政治関心の変容について調査を行っている。その結果、この研究におい

ては、ソフトニュースの視聴は、政治知識の低い人聞にのみ、選挙への関心・政治への関

与に正の関連を持つことが立証されている。また、ハード、ニュースの視聴量が多い人聞は

総じて政治関心が高く、政治への関与が強いということも立証されている[4]0

以上のことから、メディアの政治報道内容の多様化がもたらす政治関心・政治参加・

あきらめへの効果は、コンテンツの内容(ソフト/ハード)の違いと、訴求する対象によって別

の効果をもたらすということが結論づけられる。政治知識の低い層に対しては、ソフトニ

ュースが政治関心について正の効果をもたらすということが明らかになったということは、

適切な訴求対象に対して、適切な内容(ソフト orハード)が流されれば、メディアの政治内

容の多様化は、民主政治に対してプラスの効果をもたらすということが出来る。

しかしながら、留意しなくてはならないのは、政治知識の高い層にたいしての政治関

心の向上や、あきらめの解消を行うのに最適なコンテンツについては、末だ判然としてい

ないという点である。

32 



4.3 A8-18 .TO-BEモデルによる「ありたき姿」の提示

前項で、報道内容の多様化は、適切な対象に適切なコンテンツが配信されていればと

いうエクスキューズ付きではあるものの、それが公衆の政治関心や政治参加、あきらめ度

合の解消に対して正の効果を持つことが分かつた。

本項では、それを踏まえたうえで、どのように適切にコンテンツを配信していくか、

という点について論じていく。

4ふ1 日本の報道システム構造

今後、どのような形で政治に関する情報を伝達することが、各個人の政治関心の最大

化、 および、政治に対するあきらめの解消につながるのかを検討するうえで、現状の日本

における報道システムを把握するすることは必要不可欠である。

そこで、本項では、日本の報道システムの構造を把握し、その良い点、悪い点を列挙

していく。

くプラスポイント>

-・E盛醤画調・・・
イE = 

fi5J 

図，8 日本の報道による情報フロー図(AS-IS)

日本の報道システムにおける最大の特徴は、いわゆる「記者クラブ」の存在である。

色々な所で議論の対象となっており、批判も多い 「記者クラブ」の存在であるが、プラス

ポイン トも内包している、

図βは、日本における、報道による情報の伝達フロ)を示したものである。この図か

らもわかるように、日本において、省庁などの上位国家意思決定機関から発せられる情報

33 



は、基本的に記者クラブを通して情報が一元化される。そのため、情報伝達のための効率

化という意味では、省庁などの発表を 般大衆に伝えるという意味では、大きなプラスポ

イントを持っていると言える。

又、このように記者クラブによる情報の一元化と、伝達の速さがあるからこそ、あま

り普段政治や重要なニュースに目を向けない人々にとっても、ソフトニュースが伝達され

る。つまり、前述のソフトニュースによる政治知識の低い層における政治関心の改善に貢

献していると言えよう。

くマイナスポイント>

プラスポイントにおいては、記者クラブをポジティブな要素として評価してきたが、

当然そこには否定しがたいマイナスポイントが存在することも無視はできない。記者クラ

ブの最大の問題点は、その排他性にある。省庁や代議士などの国家の意思決定を行う機関

の記者会見や発表については、記者クラブにおいて行われることになる。その会見には、

記者クラブに所属している、既存のマス・メディアのみがその情報を得ることが出来るた

め、記者クラブに所属する記者たちと、発表を行う省庁や代議士側との距離感が不適切に

近くなるところに大きな問題が発生する。つまり、記者クラブを通じて、顔なじみになっ

てしまうことで、不祥事の黙認や、記事・質問などが代議士や省庁に寄り添ったものにな

る可能性をはらんでいるのである。

又、記者クラブに所属するのはマス・メディアのみであるため、記者クラブ経由で流

通する情報量は相当量を締め、前述のような権力側にすり寄った記事が、広く大衆に喧伝

されることも大きな問題点であると言える。

加えて、記者クラブを経由した画一化された情報が氾濫することにより、各メディア

が同じようなソフトニュースを流す状況が生まれている点も問題である。ソフトニュース

との接触により政治関心や政治参加の度合いが改善される、政治意識の低い層にとっては

プラスのきっかけになることが考えらえるが、他方で、政治意識の高い層にとっては、そ

れが「シニシズムの螺旋」を引き起こすきっかけとなりうるだろう。

4.3.2 報道の多様化によるiAS-IS・TO-BEJ

現状の日本の報道システムについては、良い面もあるものの、基本的にはシステムと

して問題がないとは言えないことは、ここまでで述べてきたとおりだが、では、現状を踏

まえたうえでどのようなシステムにしていくことが良いのだろうか。

図，8で示した通り、日本の政治報道、そしてそれにともなう情報の伝達は基本的に記

者クラブを中心とするマス・メディアが握っていることになる。省庁や代議士からの情報
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は、記者クラブにしかオフィシャルにはもたらされないことが原因となり、さまざまな問

題を引き起こ している。つまり 、この図βの状態が IAS-ISJと呼ぶことが出来る。

しかしながら、2000年代に入り、インターネットのインフラが充実して以降、既存の

マス・メディアではないルートで情報を手に入れること も可能になってきた。それが図，8

で示すところの外部メディアによる政治報道活動である。その中でも特に近年脚光を浴び

てきたのが、プログやソーシャルメディア等を通じた新しいメディアである。

これらのメディアから発信される情報は、記者クラブずからは手に入れることのできな

い核心をついた・情報である場合もあるため、基本的に高い政治知識・意識を持つ知識者層

の問で活発なやり取りが行われている。ただし、このよ うな外部メディアによる情報は、

基本的には政治知識の低い層には届いていないというのが現状である。

-・・回直歯車掴・・
イ底 E 

f言司

図，9 メディアの情報フローにおける理想とする 「ありたき姿J(TO・BE)

こうした現状の情報の流れと、政治知識のレベノレに合わせたコンテンツの配信という

観点から考えたとき、今後の政治関する情報フローの「ありたき姿」を表したのが、図，9

である。基本的には、あらゆるメディアは並列に政府・政治家 ・省庁から情報を得、 その

うえで情報を受け取る各個人の政治関心 ・意識のレベルにあわせ、コンテンツが配信され

ることを表現している。

つまり、政治知識が低く、 関心も低い層に対しては、ソフトニュースの視聴を促すこ

とで「政治教育機能J[23]よる政治知識の増強を図り 、政治知識が高く、関心も高い層にた

いしては、 ハードニュースのようなコンテンツを配信することで、政治へのあきらめを解

消し、政治参加をうながすことを目標としている。
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4.4 Iありたき姿」における本研究の立ち位置

r AS-IS庁O-BEJモテ、ノレで示した通り、既存のメディアによる情報フローの問題点を

解決するためには、 TO-BEのように、受け手の政治知識・関心のレベノレに合わせたコンテ

ンツを配信することが、日本全体としての政治関心、および政治へのあきらめを改善する

ことが重要である。

又、 4.2.3で述べたとおり、ソフトニュースの視聴が政治知識の低い層については政治

関心に対してプラスの効果をもたらすことはすでに実証されているものの、政治知識の高

い層に対しては、安易な批判報道やスキャンダノレに接することで「シニシズムの螺旋」に

陥り、政治へのあきらめが起きてしまう。そして、高い政治知識を持つ層に対する、政治

関心・あきらめを解消するコンテンツが何かということは、まだ判然としていないという

状況が存在する。

このような状況において、本研究は、末だ解明されていない政治知識の高い人々の「政

治へのあきらめ」を解消する方法を研究、提示することを主眼とする。

高政治知識者層の政治へのあきらめを解消するには、主に二つの、解決しなくてはな

らない問題が存在する。一つは政治へのあきらめを解消するための「コンテンツ」がなん

であるかという点。もう つは、図 8で示した通り、日本のマス・メディアにおける報道

は、記者クラブを通じた、画化されたソフトニュースが多く氾濫している状況の中で、

どうやって、一点目の問題である、政治知識の高い層に「刺さる」コンテンツを届けるか、

というこ点の問題が存在する。そのため、本研究では、この 2点をクリアする方策を示す

ことで、日本における政治へのあきらめの解消に寄与する、という立ち位置をとることが、

結論づけることが出来た。

4.5 まとめ

本章では、メディアにおける報道内容の多様化というトピックの功罪両方の側面につ

いて分析を行い、そのうえで、現状の問題点(AS-IS)とそれを解決した「ありたき姿J(TO-BE) 

を提示すること、並びに、本研究がその TO-BEの中においてどのような立ち位置を締める

のかという点について論じ、結論を導き出すことに遭った。

メディアの報道内容の多様化については、さまざまな研究がなされており、それをプ

ラスと取るもの、マイナスと取るもの、立ち位置はそれぞれバラバラである(図，10参照)。
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(尾崎・2007年)
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(逢坂 ・2007年)

プラスの効果

図，10 政治報道の多様化が及ぼす有権者への効果について論じた論文まとめ

しかしながら、近年の研究をまとめると、報道番組は「ソフトニュースJIハードニュ

ース」の二種類に分類することが出来、そのうえで受けても政治知識の高低でセグメ ント

を切り、効果をはかることで、ソフトニュースが政治知識の低い層に対して、政治関心や

政治行動についてプラスの効果をもたらすことが結論付けられた。

そのため、本研究では、①高い政治知識を有する層に対してどのようなコンテンツが

刺さるか、②又、そのコンテンツを現状の日本の報道システムの問題である、画一化され

たソフトヱユースの氾濫をかいくぐり、如何にして政治知識の高い層に対して発信してい

くか問題の2つの問題を解決することで、日本の政治に対するあきらめを解消する方策を

提示するとし、う方向性を取ることが結論づけられた。
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第 5章高政治知識者層向けの政治へのあきらめ解消に向けたソリュー

シヨン選択

5.1 本章の目的

前章の結論として、現状の報道システムの問題点を鑑みたときに、個々の政治知識・

関心のレベノレに合わせたコンテンツが配信されていないことが最も重要な問題であること、

そして、その中でも政治知識の高い層に対する、政治へのあきらめを解消する方法を見出

すことが本研究における課題であることが明確化された。

本章では、その結論を踏まえた上で、政治知識の高い層の政治へのあきらめ解消のた

めにどのようなソリューションが考えうるかについて検討し、何がベストの方法であるか

について、結論を得ること、加えてそれを具体的な研究仮説に落とし込むことを目的とす

る。

5.2 インターネットを利用した政治コミュニケーション

4.3.1で述べたとおり、現状の報道による情報の流れにおいては、マス・メディアが記

者クラブを通して得た情報を流している情報量が相対的に大きくなっており、その結果と

して、政治知識の高い知識者層はソフトニュース接触により政治への参加を減退させる傾

向が存在するにも関わらず、彼らまでソフトニュースに触れる機会が多くなり、政治への

あきらめ感を感じてしまうことが問題の根本原因である。

そこで、政治知識の高い層に向けて、彼らにとって適切なコンテンツを配信して、接

触してもらうには、いわゆるマス・メディアとは違う方法をとるより他ない。そこで、も

っとも有力なコミュニケーションツーノレがインターネットである。すでに図，8でも描かれ

ているように、マス・メディアとは違うところで独自の情報を得て配信するという外部メ

ディアという意味で、インターネットによる政治コミュニケーションは、すでに無視する

ことは到底できない存在になっている

加えて、有名なブロガーやインターネットメディアを中心に活動するジャーナリスト

による情報は、すでに一部の高い政治知識を有する層に対して届いており、その中で双方

向性のやりとりを行うケースも多々存在する(ソーシヤノレメディアを通じての購読者との直

接やり取りなど)。ただ、こうした情報のやりとりは、非常に限られた、高い政治知識とイ

ンターネットリテラシーを持つ人々においてのみ行われており、報道の情報流通量に対し

て占める割合としてはまだまだ低いのが現状であると言えよう。

そこで、本研究においても、インターネットをマス・メディアに変わる新たなメデイ
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アとして利用し、高い政治知識を持つ層の政治へのあきらめを解消する方向性を執ること

とし、その中でも、現行の外部メディアとしての敷居の高さを下げ、多くの当該する層に

向けて、いかに発信し情報をリーチさせあきらめを解消するかについて検討していく。

5.2.1 インターネットにおける政治意識・関心

インターネットを活用することで、既存のマス・メディアとは違う方法で情報を公衆

にリーチさせることを本研究のメインの手法として置いた以上、インターネットにける政

治リテラシーについて考えを及ぼせることは必要不可欠である。

佐藤・杉岡・内藤は、インターネット利用者の中には、多くの高い政治関心を持った

層が存在すると指摘している。具体的には、インターネット利用者は政治関心について正

の、そしてシニシスムについては負の独立影響が見られるとしている[31]。そのため、現代

における政治参加層を増やすためには、彼らのような層にアプローチし、動員を図ること

が必要不可欠であることは明らかである。しかしながら、他方で彼らの政治関心の高さと

は裏腹に、政治参加については積極的ではないという結果が出ており、思考と行動のギャ

ップの存在も指摘している。

政治参加について積極的ではない点については、池田が、インターネットのメディア

としての特性に原因があると指摘している[32]0具体的には、インターネットが情報の受け

手が、受け取る情報を選択できる、カスタマイズ可能なメディアであるが故、①自己の主

張を強化する情報のみを選定する②同じ指向をもっ者同士でコミュニティを作り上げるた

め、より自己の主張を強化する、という 2点の問題が挙げられる。インターネットユーザ

ーにはこうした傾向があるため、政治行動に移す前に、満足してしまい、投票に行かない、

政治団体に参加しないといった現象が起きている、と主張している。

つまり、基本的に、インターネット利用者の政治への関心は高いものの、他方でそれ

が政治参加へと結びつかない傾向がある、という点は留意してソリューションの選択を行

わなくてはならないのである。

5.2.2 blogを用いた政治コミュニケーションの促進事例

では、上記のインターネットを利用する人々の、政治についての関わり合い方を踏ま

えたうえで、具体的にインターネット上におけるコミュニケーションを用いて、市民の政

治参加を促進する試みについてはどのようなものが挙げられるだろうか。

木村・渋木は、小樽市において、市議会委員と住民とのコミュニケーションを図るべ

く、住民のブログから、各住民の政治的指向や行政への要望を抽出することで、その住民

の望む政策を打ってくれるであろう、もしくは指向として近いであろう議員を害11り出すこ
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とで、議員活動と住民の利害とのマッチングを図る試みを行った[33]0結果として、住民と

議員との利害のマッチングは 70%の確立で正しい組み合わせを作りだすことに成功したが、

マッチング、を行ったからと言って、それを具体的に政治行動に結びつけるところまでは研

究スコープに入っていないため、実際の動員効果があったか否かについては検証されてい

ない。

又、地方市議会という限られた空間であったため、具体的に各市民のニーズに合わせ

た、利害の一致する議員を提示できたのであって、本研究におけるマス・メディアによる

政治へのあきらめ解消のコンテンツとしては、いささか視点がミクロに過ぎる嫌いがある

と言えよう。

加えて、ブログにおいて行政によって解決してほしい問題について触れるという意味

では、政治対する発言を行っているという意味で、すでに広義での「政治参加」を行って

いるともいえるため、具体的にあきらめを解消したとは言い難い。

ここから学ぶべきポイントは、具体的にインターネットのコミュニケーションツーノレ

を活用するときは、情報と受けてのマッチングもさることながら、具体的にその場で政治

に参加したくなるような仕組みを構築することが何よりも重要であるということである。

本研究において解消すべき問題が、政治知識の高い層における政治へのあきらめ解消であ

る以上は、対象者が政治へのあきらめを有していることが前提であるため、そこに対して

何らかの行動を起こさせことがあきらめの解消につながるのである。

5.2.3 ソーシャルメディアの可能性

では、政治へのあきらめを解消するには何が重要なのか。 4.2でも述べたとおり、小林

によれば日本における政治参加のための大きなキーポイントは「社会集団との関わり」で

あるとされている[21]0つまり、インターネットを通じて、社会へのつながりを持ち、そこ

で形成される社会集団に参加することが、政治参加ひいては政治へのあきらめ解消へのキ

ーポイントとなるのである。

そこで挙げられるソリューション候補がソーシャノレメディアである。ソーシヤノレメデ

ィア研究の第 入者である Kaplan. Haenleinによれば、「インターネットに基づくアプリ

ケーションの一群であって、 Web2.0の思想的或いは技術的基礎付けの上に作られ、

UGC(user generated contents二ユーザーによって作りだされるコンテンツ)を作りだし交

換できるようにするもの」と定義づけられている[35]。この定義にもある通り、ソーシヤノレ

メディアにおいては、ユーザーが自らコンテンツを作成し、そのコンテンツについてユー

ザー同士がコミュニケーションを図れるところに最大の特徴が存在する。

一口にソーシヤノレメディアといっても、様々な種類が存在する。図，11は、企業の Web
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担当者向けの日本のネットマ}ケティング関連情報を提供するサイト rWeb担当者forumJ

における記事において高橋がまとめた、日本の主要なソ}シャルメディアの分類図である

[35]. 
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図，11 日本の代表的なソ}シャルメディア分類図

「遼裁.企業のためのソ}シャルメディア・マ}ケティング入門J

。ltto://web-tan.forum.im口ressrd.i0lel201α08/26/8591)高橋・ 2010年より抜粋巴5]
この図からもわかるように、 Kaplan・Haenleinの定義[34]に基づいたwebサイトを

集めると、これだけの様身なサイトが該当することになる。しかしながら、どのソ}シャ

ルメディアにおいても、一様に存在する共通点は、さまざまな事象に対するオピエオンか

ら、日常生活の報告まで、ありとあらゆる内容のコンテンツを、いずれもユ}ザ}が生成

し、それについてソ}シャルメディア上においてコミュエケ}ションが行われることでそ

のコンテンツの内容が広まり、又、共有されていく点である。扱う内容が変わったとして

も、その一点においては全webサイトに共通していると言える。

ソ}シヤ/レメディア上のトレンドをピックアップする事業を展開しているNBuzzFeedN

の共同創業者である JonahP町 ettiは、ソ}シヤ/レメディア上でおきているコミュエケ}シ

ョンによって、その内容が広まっていく現象のことをNViralLift' (=口コミ的な高齢と呼び、

このNViralL品"こそが、 web上で新たなトレンドを生み出し、現実社会へと影響を及ぼす

か否かにあたっての新たな評価基準であると述べている[36].

このように、ソ}シヤノレメディアは、 ICTの最大の利点である双方向性を活用し、ユ
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ーザーにとって比較的簡単に他ユーザーとの関わり合いをもつことが出来るため、現実(リ

アノレ)の社会とは違う、ノくーチヤノレな社会を形成しているのである。この特性を活用するこ

とで、各ユーザーを、そのバーチャルな世界において、比較的ハードノレ低く社会参加を経

験してもらうことが可能であるということが出来る。

すでに、一部の企業によって、ソーシヤノレメディアを通じたマーケティングを活用す

ることで、実際lこ))ViralLift))を起こすことで、商品のプランディングを行うのみならず、

ユーザーのイベント参加というアクションに繋げた事例も存在する。自動車メーカーの

Miniのアメリカディビジョンの MiniUSAは、企業の Faceb仁ok上アカウントで rMiniVS 

PorscheJというキャンベーンを行い、性能も価格帯も各上の Porscheに勝手に挑戦状をた

たきつけ、対決するというイベントを立ち上げた。その宣戦布告の様子や実際の対決の様

子は全て YouTubeにアップされ、 10万回近い再生数を獲得した[37]。その結果、当日のイ

ベントのドライパーを 般公募でつのり、観覧者も多数集めると言った、まさにソーシャ

ノレメディア上での社会参加が、現実における社会参加につながったということが出来るで

あろう。

又、政治に関するトピックがソーシヤノレメディア上で広まり、現実社会での行動に繋

がった事例としては、 2010年から 2011年において発生した「アラブの春」を挙げること

が出来る。チュニジアにおける「ジャスミン革命」に端を発したこの、アラブ社会におけ

る独裁国家打倒の動きには、大きくソーシヤノレメディアが関与しており、財団法人中東調

査会は以下のようにまとめている。

. ~ド、パイ行政大学院が発表した「アラブソーシャノレメディア報告書」によると、

2011年 3月におこなったエジプト・チュニジア人に対する調査において、 200人

余りのうち 9害11ili:くが抗議活動の組織、そして広めるのに Facebookを用いたと回

答。

・デモ情報を得る手段がソーシヤノレメディアだと回答した人=チュニジア 94%、エ
ジプト 88%(非政府系メディアだとら0%弱、海外メディアは 50%弱)

・調査対象のうち、エジプト人の 28%チュニジア人の 29%が Facebookを止められ
て、デモ組織・連絡に支障をきたしたと回答。しかし半数以上は(エジプト 56%チ

ュニジア 59%)避に運動を活発化させるモチベーションとなり、新たな参加者を動

員したと回答。』

※財団法人中東調査会かわら版・ 2011年 6月 13日，No.83より抜粋[38]
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前述のとおり、社会集団への参加が政治参加に対して正の効果があることはすでに明

らかになっている。加えて、上記のようなソーシヤノレメディアにおける社会参加が現実社

会での社会参加にも繋がる事例がすでに世の中には存在していることから、ソーシャノレメ

ディアには、そこで起きるバーチャノレな社会参加を通じ、現実社会における政治参加を促

し、政治へのあきらめを解消することができる可能性があるということが出来るだろう。

5.2.4 利用ソーシャルメディアの選択

では、どのようなソーシャノレメディアが本研究の主眼である「政治へのあきらめ解消」

に最も高い効果をもたらしうるのだろうか。図，11からもわかるように、ソーシャノレメディ

アには、様々な機能を持ったものが多数存在する。

本研究においては、マス・メディアでのソフトニュースに分類されるコンテンツの氾

濫によって、高い政治知識を有する層の政治へのあきらめが生じていることを解決するべ

き問題として捉えているため、この、マス・メディアの配信しているソフトニュースに対

抗し、それによって引き起こされる不安や不信を解消するものでなくてはならない。その

ため、政治へのあきらめを抱いてしまっている政治知識の高い層に対して、普段接せざる

を得ないソフトニュースとは違う、ハード、ニュースを届けること、そのうえで、ソーシャ

ノレメディア上でコンテンツについてのコミュニケーションを発生させることが非常に重要

となってくる。

ブログや SNS(SocialNetworking Servi田)といった類のソーシヤノレメディアは、ユー

ザーが見聞きした情報や、身の回りの事象についてテキストベースのやりとりを行う場で

あるため、それらの上だけでは、政治に関することを突然急激に発言するように仕向ける

ことはなかなか難しい。そのため、それらテキストベースのソーシヤノレメディアで取り上

げてもらうために、図，11における「動画共有・配信サービ、ス」のソーシヤノレメディアを用

い、ハード、ニュース的コンテンツを流し共有することが、本研究の目的に最も適したソー

シヤノレメディアの活用法であると考えられる。

5.3 仮説の構築

1.5において、 ToBy Usingを用いて本研究の目的を定義したが、前項までの内容を踏

まえたうえで、本項ではその目的を達成するための仮説を構築する。

ソーシヤノレメディアの中でも、「動画共有・配信」を行うものを活用し、政治に関する

ハード、ニュースに分類されるコンテンツを配信することが政治へのあきらめ解消につなが

るのでは、という知見を得ることが出来た。加えて、 4.4でも示した通り、本研究における
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政治へのあきらめを解消する対象者は「高い政治知識を有する層Jである。又、その層に

対して、ソーシヤノレメディアでの動画共有を通じて、政治へのあきらめを解消できるので

はないか、ということが、検証されるべき事象である。以上のことを踏まえて、本研究の

研究仮説を以下に示す。

ソーシャルメディアにおける

政治に関するハードニュースコンテシ'yの共有

によるバーチャルな社会審参加を通じ

5.4 まとめ

※投票しなかった人→投票したいという意思を持つようになる
※調査対象の半数(50%)以上が改善されることを評価ポイント

本章においては、既存のマス・メディアによるソフトニュースコンテンツの氾濫によ

って引き起こされている、高い政治知識を有する層の政治へのあきらめを解消する方法と

してどのようなソリューションが最適であるかについて論じてきた。

マス ・メディアとは違う情報フローという点においてインターネットに着目し、イン

ターネット上における人々の政治関心について分析、その結果を踏まえた上で、動画共有

のできるソーシヤノレメディアにおいて、政治知識の高い層にむけたハードニュースコンテ

ンツを流すことで、バーチヤノレな社会参加経験を通じ、実際の政治参加を促すことが、政

治へのあきらめ解消において有効な手段であるとの知見を得ることが出来た。

そのうえで、研究仮説を 「ソーシヤノレメディアによる政治に関するハー ドニュース的

動画の共有を通じたバーチャルな社会参加を通じて、高い政治知識を持つ層の政治へのあ

きらめを断ち切ることができる」という形の文言で策定することが出来た。
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第6章検証実験内容詳細

6.1 本章の目的

前章において、本研究の仮説として、ソーシヤノレメディアを通じてのハード、ニュース

コンテンツの共有が引き起こすノくーチャノレな社会参加が、高い政治知識を有する層の政治

へのあきらめを断ち切ることが出来る、との研究仮説を立てることが出来た。

本章では、それを踏まえた上で、その仮説を実証するための実験の内容について、ど

のようなコンテンツ内容が適当で、どのようなソーシヤノレメディアが本研究の仮説検証に

最適であるかという、検討部分を含めて詳細に記載していくことを目的とする。

6.2 実験の目的と概要

5.3において策定した研究仮説を実証するために、本研究においては、コンテンツを一

定にしたとき、見せ方の手段を変えると、政治関心へのあきらめの解消度合いについて、

どのような違いが生じるのかを計測する必要があった。つまり、単純にハードニュース的

コンテンツを見ている時と、ソーシヤノレメディア上でその動画を視聴・共有することによ

る政治への関心度合い、あきらめの解消度合いをそれぞれ被験者から取ることで、その差

異を測り、ソーシヤノレメディアが政治へのあきらめ解消に対して有効であるか否かを検討

する。

ここで留意すべきなのはコンテンツを 定に、つまり全く同じものにして、見せ方の

みを変えることで、「見せ方の方法」による関心・あきらめ度合いの差異をとるようにする

ことである。本研究においては、高い政治知識を持つ層に対して、ハード、ニュース的コン

テンツが政治へのあきらめを解消するのに最適なコンテンツであるということを仮説とし

ているため、コンテンツはハード、ニュース的内容のもので統一し、あくまで「見せ方の方

法」によるあきらめ解消効果を検証する。

又、そのあきらめ解消効果の検証については、それぞれ、単純視聴の時、ソーシヤノレ

メディア上の時でアンケートを取ることであきらめ解消度合いや、政治参加度合いや政治

への知識の度合いのチェックを行い、結果を比較することでその効果の違いを明らかにす

る。

尚、具体的なアンケート内容については 6.5.1と6.5.2の表，6・表，7において詳細に記

述することとする。
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6.3 三田祭実験の詳細

前項において、実験の目的と概要を述べたが、本項で述べる三田祭実験については、

ハード、ニュース的コンテンツの録画と、単純視聴による視聴者の政治へのあきらめ解消効

果についてのアンケー卜を行うことを主眼として行った。

6.3.1 概要

本塾の文化祭「三田祭」における、学生団体によって開催された、政治家を招いての

講演会および、最後の質疑応答の録画と、そこに来場して講演会を観覧した聴衆の中から

アンケー卜を取らせていただいた。実験内容の詳細は以下に示す。

調査目的 八一ド二ユース的コンテンツのライブでの視聴による

政治へのあきらめ解消効果の測定

コンテンツ 講演者:舛添要一氏(新党改革代表)

講演題目:リーダーシツプを考える~今後の日本を導く人材~

主催団体 塵慮義塾大学公認団体経済新人会

調査対象 イベント観覧者

調査規模 500人規模(有効回答252人)

調査時期 2011年 11月21日(月)14:00""'15:00 

調査場所 塵慮義塾大学三田キャンパス西校舎ホール

調査方法 紙アンケートによる回答

表，3 三田祭実験の詳細

加えて、この実験において、事前に経済新人会及び舛添要ーの所属している新党改革

比例区第四支部からの許可を頂き、当日の講演会の様子を動画にて録画させていただいた。

紙アンケートについては、 配布を経済新人会の皆様にお手伝いいただ、き、会場にいらっし

ゃった方々に配布させていただいた。
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6.3.2 コンテンツ選定理由

この三田祭での講演会をコンテンツとして選出した理由は主に 3点存在する。 1点目は、

ライブでの講演会ということで、わざわざこの会場に足を運ぶということは、ある程度の

政治知識や関心を抱いた層の参加が見込まれるという点である。つまり、本研究の対象で

ある、高い政治知識を有した、政治へのあきらめをかかえる層を集めることが可能である

と考えたためである。

2点目は、講演会であるためテレビでの視聴とは違い、目の前で政治家の話を聞くこと

によってもたらされる政治へのあきらめ解消効果が期待されるため、もし、それが存在し

た場合は、ソーシヤノレメディアでの動画共有で期待されるあきらめ解消効果との比較を通

じて、ソリューションとしてどちらがふさわしいかという点においても考察を加えられる

という点が上げられる。

3つ目は、本研究においてハード、ニュース・ソフトニュースの定義は Baumによって

なされたものに論拠しているが[26]、今回のこの三田祭における講演会は、政治家による政

治に関する講演であるため、「娯楽性の有無」という観点からハードニュースに分類できる

点である。

以上の点を踏まえ、この三田祭における講演会を実験対象として選定した。

6.4 ニコニコ動画上におけるコンテンツ共有実験の詳細

本項で述べる、ニコニコ動画上でのコンテンツ共有実験は、ソーシヤノレメディアでの

ハード、ニュース的コンテンツの共有による政治へのあきらめ解消に対する寄与の度合いを

図るために11'った。

6.4.1 概要

6.3で行った、本塾の文化祭「三田祭」における、学生団体「経済新人会」主催の講演

会イベントを録画した動画を、ニコニコ動画上で期間限定の配信を行い、加えてニコニコ

動画上で、動画視聴後のアンケートを実施した。前述したとおり、ハート、ニュース的コン

テンツのリーチ方法の違いによるあきらめ解消への寄与度合いを図るため、コンテンツの

内容は、発言者に対してのカメラアングノレの変化のみで、内容の編集は行っていない。

詳しくは後述するが、インターネット上での回答数を確保するため、アンケートの項

目数は、前述の三田祭実験時の紙アンケートよりも減らした内容となっている。詳しい実

験内容の詳細は次頁の表，4に示す。
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調査目的

コンテンツ

ソーシャルメテ、イアでの八一ド二ユース的コンテンツの共有

による政治へのあきらめ解消効果の検証

講演者:舛添要一氏(新党改革代表)

講演題目:リーダーシツプを考える~今後の日本を導く人材~

[2011年 11月21日(月)録画]

コンテンツ提供 塵麿義塾大学公認団体経済新人会

実施ザイト ニコニコ動画 (http://www.nicovideo.jp/) 

調査対象 動画閲覧者

調査規模 1519人視聴(有効回答119人)

調査時期 2011年 12月 19日(月)'"'-'2011年 12月27日(火)

調査方法 Webアンケートによる回答

表，4 ニコニコ動画によるコンテンツ共有実験の詳細

6.4.2 ニコニコ動画の選定理由

動画共有を行うソーシャルメディアはいく つか存在するが、図，11で示した通り、日本

国内においては rYouTubeJrニコニコ動画JrUstreamJの 3サーピスが主流となってい

る。動画配信のシェアを見ると、 2009年時点でYouTubeは第一位、ニコニコ動画は第三位

を占めている(第二位は動画配信サイ トの句rao!)[41]o

以上の観点から見ると、規模の問題から、 Usteamは候補から外すべきであると言えよ

う。又、 Ustreamの最大の特徴であるライブ配信も、本研究における実験については、動

画のライブ配信の許可が学生団体から下りなかったこともあり、生配信という Ustream最

大の利点を活かすことができないこともあり、今回の実証実験においては、使用するソー

シャルメディアの候補から外れることとなった。

次に、 YouTubeであるが、政治についての動画をソーシャルメディアにおいて配信 ・

共有するにあたって、 若者向けに政治家との政治討論の動画や、各界知識人を招いた学生

との議論を行う動画を配信する学生団体 rRINGJ(http://gakusei-rin箆目main.ip/index目htm1)

にヒアリンクずを行った結果、候補から外すこととなった。具体的には、RINGでは、過去行
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った政治討論等の動画を YouTube上で配信しているが、Vlew数が伸び悩んでおり、政治に

ついての動画を共有するには向いていないかもしれないとの指摘を頂いた。

おそらく、その理由は 2点あげることが出来る。まずーっは投稿動画の時間数制限で

ある。 YouTubeでは基本的に 15分以上の長さの動画を投稿できなくなっており、アカウン

トのこれまでの履歴をもとに限定が解除された場合にのみ、長い時聞の動画を投稿できる

ようになっている。そのため、長時間にわたる政治討論動画を投稿しようにも、ブツ切り

で投稿しなくてはならないため、 RINGでも、せっかくの動画をブツ切りにして配信するた

め、最初の方の動画は V18W数を確保できてもその後の動画のVlew数が獲得できない状況

が起きてきている。又、もう一点あげられるのは、 YouTubeのコメント機能である。コメ

ントを残す機能は存在するものの、コメントが Viralな高揚をおこすような構造にはなって

おらず、単純に書き込むだけで、他の閲覧者との会話を行うことを念頭に置いていないた

め、動画への没入感に欠ける点が、政治討論を見るうえで、動画を視聴し続けるブックに

なりづらい現実が存在すると言えよう。

以上の 2点から、学生団体 RINGから指摘を受けた YouTubeは、政治に関する動画の

共有に向かないという点は、単純にコンテンツ力の問題だけでなく (RINGの配信している

塩崎恭久・元内閣官房長官との政治討論も、大物政治家のブックがあるにもかかわらず、

分割された動画の中でVlew数が 番多いもので 653viewsと数値が伸び悩んでいる[40])、

YouTubeの特性にも存在するということが明らかになったため、候補から外すこととなっ

た。又、動画を共有した後のアンケートの実施を行うことにもハードソレが高かったことも(現

実的な問題として、視聴者の反応を得る方法がコメントの直接記入と、 ))likeor dislike))の

ボタン以外に存在しない)、選択肢から外れた大きな要因であることも追記しておく。

このように、現実的な選択肢として残ったソーシャノレメディアがニコニコ動画である。

ニコニコ動画では、ライブ配信サービスである「ニコニコ生放送」での、政府公式記者会

見の中継や、大物政治家を招いたコンテンツなど、政治に関する動画の配信・共有につい

て実績がある点から、本研究の実験の意図と最もマッチしていると言える[41]。又、ニコニ

コ動画の最大の特徴である、動画視聴中の動画画面への書き込み機能も、政治についての

動画を見るに当たり、他ユーザーとの会話や交流を生み出しやすいと考えられるため、本

研究の目的である「ソーシヤノレメディアを通じた、バーチヤノレな社会参加」を促すうえで

も最適であると言えよう。

加えて、動画視聴後のアンケート実施についても、機能が充実しており、容易である

点もニコニコ動画が、今回の実験に適切である大きなポイントである。
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f、 支持する

f、 どちらともいえない

f、支持しない

f、 回答しない

図，12 ニコニコ動画におけるアンケート画面サンプノレ

図，12は、ニコニコ動画を運営する株式会社ニワンゴから提供して頂いた、 ヱコニコ動

酉におけるアンケートのサンプノレ直面で、ある。重力酉を視聴した直後に、図，12のような数聞

のアンケー トへの回答画面を自動で表示するものである。 任意回答であり、スキップする

ことも可能であるため、アンケー トの長さや内容に留意しなくては、母数を集めることが

難しいという難点は存在するものの、ツesor no"の二択ではない複数選択肢を示すことので

きるアンケー トが行えることは、会場で実施する紙ベースのアンケートと変わらない設問

内容で実施できるというは、大きなポイントであることは間違いない。

ここまでの各動画共有ソーシヤノレメディアの特徴と、本研究における実験との親和性

を示したものが次頁の表，5である。

表，5でまとめられている通り、木研究の検証実験において、使用する動匝共有系ソー

シヤノレメディアは、インターネット動画配信における、ンヱアの順位(どれだけの人にリーチ

する可能性があるかという観点)、アンケート実施可能性(詳細なアンケートを取り、実際に

現場でライブ視聴した人々向けのアンケートと内容をそろえられるか否かという観点)、政

治に関するコンテンツ配信実績の有無(すでに、その動画共有系ソーシヤノレメディアにおい

て、政治に関するコンテンツが流れていれば、潜在的に政治知識の高い層が多く視聴して

いる可能性が高いという観点)という3つのポイントについて検酎を重ねた結果、シェア数

こそ全体の第三位であるが、アンケート実施可能性の高さ、政治関連動画配信実績につい

て申し分ない、ニコニコ動画を使用し、検証実験を行うことに決定した。
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YouM悶|自 問糠l国
動毘配信に

。 ム ~ 
おけるシェア 第1位 第3位 圏外

(※2009年跨点) (※2009年時点} (※記載なし)

アンケートの
念3 。 ム

実施可能性 コメン卜欄と"Iik巴or 動画視聴後にアンケ 卜
twi伎町との連動性が高

dislikeボタンのみ を行う機能あり
く、そご力、らgoogle

docs経由では可能

政治に関する ~ 。。
コンテシツ配信実績 配信自体はあるちのの 二コ生等で配信実績アリ

ライブ配信の実績があ

view数が伸びない UIち政治討論向き
り、 上記のtwitterとの連

動性ちあり向いている

表，5 各動画共有ソーシャルメディアと本研究との親和性

以上の点から、ソーシヤノレメディアでの政治に関するハードエユースコンテンツ共有

実験では、エコエコ動画を利用し、前述の講演会を録画した動画を無編集にて配信、視聴

後にアンケートを取ることとした。

6.5 アンケート内容について

実験内容の詳細および、実験計画の策定における検討についてはすでに前項までに記

した通りである。本項では、それらの内容を踏まえ、三田祭で、の講演会視聴後及びニコニ

コ動画上で、の動画視聴後に行ったアンケート内容の詳細について述べる。

6ふ1 三田祭実験でのアンケート

三田祭実験においては、実際に来場した講演会の聴衆にアンケート用紙を配布、有志

の方々にご回答いただ、いた。表 3にも示した通り、キャパシティ 500名の会場において、

252名の方々からご回答を頂いた。

具体的なアンケー卜実施内容は以下の表，6になる。
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ご自島に関する質問をお伺いいたします。
設問。1I 

当該する項目にOをお付付ください。

年齢 1O~20代 30代 40代 50代以よ

性別 男性 女4主

ご自島の政治に関する知識についてお伺い

設問 2Iいたします。正しいと思われる遥臨{ζO
をお付けください。

前回の摂議院議員選挙実胞年度 2010年 20凹年 2008年 2007年

衆議院の選挙制度の名称 中選挙区制 小選挙区比例代表並列制 一般選挙制 通常選挙

ご自島の政治に聞する関心度合いについて

設問 3Iお伺いいたします。 当該すると思われる
選択E査にOをお付けください.

前回選挙時の選挙活動への関J乙、 関心がなかった あまり関心がなかった やや関心があった 関心があった

政治に閲するメディアへの控魅頻度

なかった

全く接触しない

選挙があるのをわかっていF
|強い意図はないが投票した

b行かなかった。
前回選挙時に投票活動を行ったか

選挙がある認識すら
意図をもって投票した

あまり撞触しない しばしば鐘触する 意図的に多く鐘触する

4 耳むちへの関与について
政治的な事柄にはできれば

|私と政治とは何の関係ちない|政治とは監視していくちの
関わりたくない

政泊とは自ら積極的に

働きかLするもの

'L

し
b
R

治

市
k

m

mw

割
即

'v
-」

A
F

の

い

町出

動

身

伺

例

活

白

お

劃

肇

ご

て

お

一選

い

叫

し
-一
て

る

つ

割

合

一
つ

ょ

に

割

コ
一ょ

に

い
い
ロ

ド
一加

湘

冶

ふ

附

一場

拷

調

印引

か
一
脳

演

与

単

講

講

聞

2

の

の

る

「

回

回

す

け

今

今

関

ョ4
 
開設 そう思わない あまりそラ思わない ややそう思う そう思う

関心は増えると思うか
2 4 

今回の講演会参加によって投票活動への

参加意欲は高まったと思うか

今回の富島現金参加によって政治に留する

メディアへのt童館回数は増えると思うか

今Eの諦演会参加によって政治への

関与は強化されたと思うか

4 

4 

4 4 

表，6 三田祭実験におけるアンケー ト項目一覧

三田祭においては、実際に紙にて上記内容を配布し、任意回答いただく形となった。

質問項目は4つの大聞に分類され、それぞれ「属性Ji政治知識レベルJi政治への関心度

合い現状Jiコンテンツ視聴後の政治への関心度合い変化」を図る内容となっている。各項

目の詳しい内容、および質問意図を以下に述べる。

設問 1の 「属性」では、年齢 ・性別の基本情報を聴取した。 設問2の 「政治知識レベ

ノレ」 では、政治知識の高低が本研究の大きなポイントになるため、簡単なクイズを挿入。

正答数で政治知識のレベノレの高低を図ることとした。設問3の 「政治への関心度合い現状」

においては、 現状の回答者自身の政治への関心度合いについて聴取した。尚、 本設問にお

ける「政治への関与について」の質問は、前述の池田の大規模社会調査[5]におけるアンケ

ートで使用された質問を参考にしている。それを踏まえたうえで、設問4の「コンテンツ

視聴後の政治への関心度合い変化」で、コンテンツ(ライブでの政治家による講演会)の視聴
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を通じて、政治への関心、参加意欲の向上の有無について変化があったか否かを検証する

ことを主眼とした内容の項目を策定した。

6ふ2 ニコニコ動画実験でのアンケート

ニコニコ動画での実験においては、ソーシャルメディアであるニコニコ動画上で動画

を視聴した方々に対して、視聴後の画面に図，12で示したアンケート画面を表示、任意で回

答いただく形となった。 Web上でのアンケー トであるため、回答へのハードソレが高くなる

ことを考慮し、表，6で示した三田祭実験で、のアンケート内容をベースに、項目数を 12項目

から 8項目へ削減した簡易版となっている。ただし、三田祭実験時のアンケートと同じ意

図の内容の情報を取得できるように、大枠の 4設問は変えず、その中で項目数を減らして

いる。以下に、ニコニコ動画での動画共有実験におけるアンケート実施内容の詳細を示す。

E量問 1
ご自身に関する質問をお伺いいたします.

当骸する項目!こOをお付けください.

1 年齢 1O~20代 30ft 40代 50代以上

2 性別 男性 女性 Il 
ご自身の政治に関する知織についてお伺い

Z量悶2 いたします.正しいと思われる選択厳にO

をお付けください.

1 前回の衆議院議員選挙実施年度 2010年 2009年 2008年 2007年

2 衆議院の選挙制度の名称 中選挙区制 小選挙区比例代表並列制 一般選挙制 通常選挙

ご自身の政治に閲する関心度合いについて

設問 3 お伺いいたします.当践守ると思われる

選択肢にOをお付けください.

1 前回選挙時の選挙活動への間，む 関心がなかった あまり関心がなかった やや関心があった 関心があった

2 前回選挙時に投票活動を行ったか
選挙がある!.1l識すら

なかった

選挙があるのをわかってい

た
強い意図はないが役襲した 意図をちって投票した

今回の講演会参加1;::よる、ご自身の政治I~

設問4
関する関与の度合いについてお伺いいたし

モぅl!:¥tコない あまりそう思わない ややそう思う そう思う
ます .当駁すると恩凶コれる選択肢!こOを

お付けください.

今回のコンァンツ復聴1;::よって選挙活動へ
1 1 

の関心は唱えると思うか
2 3 4 

2 
今回のコンテンツ視聴によって投票活動へ

の参加意欲は高まったと思うか
1 2 3 4 

表，7 ニコニコ動画実験におけるアンケート項目一覧

前述のとおり、 ニコニコ動画実験においては、動画視聴後の任意回答でのWeb上アン

ケートであるため、回答をスキップされる可能性を考慮し、サンフ。/レ数確保のため、三田

祭実験時のアンケート内容の設問4種類は変更することなく、質問の項目数を減らした。「属

性」の質問、「政治知識レベル」はすでに三田祭実験時の時点で2問で、あったため変更せず、
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それ以外の「政治への関心度合い現状Jrコンテンツ視聴後の政治への関心度合い変化」の

2設聞については、項目数を 2つ減らすこととした。既存の項目の中でも、純粋に政治への

関心、今後の政治参加の可能性を図る 2項目のみを抽出した。

6.6 まとめ

本章においては、 5.3において策定した本研究の研究仮説の検証を行うための実験の詳

細を、検討のプロセスも含め記し、検証を行うためのアンケート項目の決定を行った。

会場での講演とソーシヤノレメディア上での共有するコンテンツの内容は、本塾三田祭

における公認団体「経済新人会」による、舛添要一氏による講演を使用した。

三田祭実験においては、その講演をライブ視聴した直後にアンケート用紙を配布し、

回収する方式をとった。アンケート内容は、「属性Jr政治知識レベルJr政治への関心度合

い現状Jrコンテンツ視聴後の政治への関心度合い変化」の 4設聞からなり、各項目を 4段

階評価(性別のみ2段階)でチェックして頂き、政治知識の高低を測った上で、コンテンツ視

聴が今後の政治への参加を促し、あきらめを解消するか否かを判断するための情報を取得

することを主眼とした。

又、ソーシヤノレメディアでの実験は、様々な動画共有型ソーシヤノレメディアの中から、

シェア・アンケートの実施可能性・政治に関するコンテンツとの親和性という 3つの切り

口からニコニコ動画を採用することとなった。コンテンツは、前述の三田祭実験時に録画

した動画を編集なしで配信することで、純粋に動画の見せ方のみを変えたときの効果を図

ることに留意した。ニコニコ動画上でのアンケートは、 webアンケートとなり、回答を得

ることが難しいと判断したため、設問数を減らす工夫を加えることも決定した。
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第7章実験結果と検討

7.1 本章の目的

前章において、 本研究において策定した仮説の検証を行うに当たり、どのような実験

が適しているか、又、その効果を図るためにどのようなアンケート調査を実施すべきかに

ついて方策を検討した。

その結果、三田祭 ・ニコニコ動画上でコンテンツを一定にし、そのう えで政治へのあ

きらめ解消効果の度合いの違いを比較することを決定し、実際に三田祭における 「経済新

人会」主催の舛添要一氏の講演会をコンテンツに、アンケー 卜およびソーシヤノレメディア

で、の配信実験を行った。本章においては、その結果をまとめると共に、実験結果の各実験

問の比較および検討もおこなうことを目的とする。

7.2 三田祭実験の結果

本項では、三田祭実験において取得したアンケート結果(有効回答 :252件)を、質問項

目ごとにまとめ、詳細に示す。尚、本実験の基礎情報は表，3を参照のこ と。

7.2.1 設問，11属性質問」の集計結果

く設問1.1>rr回答者の年齢に関する質問』

年齢

[内訳詳細]

年齢についての質問

回答選択肢

10'"V20 i-t 

. 1O~20代

. 30{~ 

・40イt
.50イ℃

回答者数(人)

112 

一一一一一一一一一
30 i-t 38 

40代 59 

50 i-t 43 

total 252 
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く設問1.2>~回答者の性別に関する質問』

性別

[内訳詳細]

性別についての質問

回答選択肢 回答者数 (人)

男性
卜一一一一

女性

total 

7.2.2 設問，21政治知識レベル」の集計結果

く設問2.1>~回答者の政治知識レベルに関する質問①』

Quiz，l前回の衆議院議員選挙実施年度

.男性

・女性

.2010年

・2009年
・2008年
・2007年

※正答はよ之Q.Q.9.主上

[内訳詳細]

Quiz，1 前回の衆議院議員選挙実施年度

回答選択肢 回答者数 (人)

2010年
ト一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一

2009年
ト一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一

2008年
ト一一一一一一一

2007年

total 

56 

161 

91 

252 

31 

181 

23 

17 
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く設問2.2>~回答者の政治知識レベルに関する質問②』

Quiz，2衆議院の選挙制度の名称

.中選挙区制

-小選挙区比例代表並列制

. 般選挙制

.通常選挙

※正答は f小選挙区tr.例代表情列制l

[内訳詳細]

Quiz，2 衆議院の選挙制度の名称、

回答選択肢 回答者数(人)

中選挙区制 22 

小選挙区比例代表並列制 173 
一一一一一一一一一一一一一一一一一

一般選挙制 43 
一一一一一一一一一一一一一一 ーーー一一一ー一一ー一一ー一一ー一一ー一一一

通常選挙 14 

total 252 

7ふ3 設問，31政治への関心度合い現状Jの集計結果

く設問3.1>~回答者の前回選挙時の選挙活動への関心度合いに関する質問』

前回選挙時の選挙活動への関心

[内訳詳細]

園ほとんど関心がなかった

.あまり関心がなかった

.関心があった

.非常に関心があった

前回選挙時の選挙活動への関心

回答選択肢 回答者数(人)

ほとんど関心がなかった 31 
ト一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一 ト一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一

あまり関心がなかった 24 
ト一一一一一一一 ト一一一一一ー一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一

関心があった 107 
ト一一 一一一一ト一 一一一一一一一一一一一一一一一

非常!こ関心があった 90 

total 252 
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く設問3.2>rr回答者の前回選挙時の投票活動の有無に関する質問』

前回選挙時に投票活動を行ったか

-選挙がある認識すらな

て

し
つ

。

票

た

か

た

投

し

わ

つ

が

票

が

力

い

投

の

な

な

て

る

か

は

つ

あ

行

図

ち

た

が

が

意

を

つ

挙

た

い

図

か

選

い

強

た

意

E
-
-

[内訳詳細]

前回選挙時1<:投票活動を行ったか

回答選択肢 回答者数(人)

選挙があ否認識すらなかった 31 
一一一一一一一一一一一一 ト

選挙があQのがわかっていたが行かなかった 24 
一一一一一一一一一一一 ト

強い意図はないが投票した 107 
一一一一一一一一一一一一 ト

意図をちって投票した 90 

total 252 

く設問3.3>rr回答者の政治に関するメディア接触頻度に関する質問』

政治に関するメディアへの接触頻度

.全く接触しない

.あまり援触しない

.しばしば接触する

.意図的に多く媛触する

[内訳詳細]

政治に聞すQメディアへの媛触頻度

回答選択肢 回答者数 (人)

全く接触しない 17 
一一一一一一一一一 一一一一一一一一一一一一一一一一『

あまり接触しない 54 

しばしば接触す否 95 
一一一一一一一一一 一一一一一一一一一一一一一一一一一『

意図的に多く接触す否 86 

total 252 
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く設問3.4>W回答者の政治への関与の度合いに関する質問』

[内訳詳細]

回笥芸択肢

政治への関与について

.政治的な事柄にはできれば関

わりたくない

.私と政治とは何の関係ちない

.政治とは監視していくもの

.政治とは自ら積極的に働きか

けるもの

取治への関与について

回答者数 (人)

政治的な事柄にはできれば関わりたくない

私と政治とは伺の関係ちない

政治とは駐視していくちの

政治とは自ら積極的に働き力、けるちの

total 

17 

54 

95 

86 

252 

7.2.4 設問，41講演会参加による今後の政治への参加意欲向上Jの集計結果

く設問4.1>W回答者の今回の講演会参加による政治への関心度合い向上に関する質問』

[内訳詳細]

今回の講演会参加によって

選挙活動への関心は増えると思うか

.そう思わない

.あまりそう思わない

圃ややそう恩う

.そう思う

今回の講賀会参加によって選挙活動への関心は増えると思うか

回答選択肢 団答者数(人)

そう思わない
ト一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一

あまりそう思わない
ト一一一

ややそう恩ラ
ト一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一

そう恩ラ

total 

59 

76 

88 

64 

24 

252 



く設問4.2>~回答者の今回の講演会参加による投票活動への参加意欲向上関する質問』

[内訳詳細]

今回の講演会参加によって投票活動への

参加意欲は高まったか

.そう思わない

.あまりそう思わない

.ややそう思う

-そう思う

今回の講演会参加によって投票活動への参加意欲は盲まったか

回答選択肢 回答者数 (人)

そう思わない

あまりそう思わない

ややそう思う

そう思う

total 

42 

68 

110 

32 

252 

く設問4.3>~回答者の今回の講演会参加によるメディア接触度合い向上に関する質問』

[内訳詳細]

今回の講演会参加によって政治に関する

メディアへの接触回数は増えると思うか

.そう思わない

.あまりそう思わない

.ややそう思う

.そう思う

今回の講演会参加によって政治に閲すQメディアへの接触回数は泊えると，思うか

回答選択肢 回答者数 (人)

そう思わない

あまりそう思わない

ややそう思う

そう思う

total 

60 

43 

77 

84 

48 

252 



く設問4.4>~回答者の今回の講演会参加による投票活動への参加意欲向上関する質問』

[内訳詳細]

今回の講演会参加によって政治への関与は

強化されたと思うか

-そう思わない

.あまりそう思わない

・ややそう思う

・そう思う

今回の講演会参加によって政治への闘与は強化されたと恩ラか

回答選択肢 回答者数(人)

そう思わない

あまりそう思わない

ややそう思ラ

そう思う

total 

7.2.5 三田祭実験結果の総評

70 

87 

67 

28 

252 

本項では、7.2.1"-'4において示した三田祭実験におりるアンケー トの集計結果につい

て各設問の結果を文章にてそこから得られた知見を述べる。

く設問1>~属性に関する質問』
本設聞においては、回答者の属性についての質問を行った。学園祭での講演会と

いうことで、 若者層(10"-'20代)が最も多いとの結果が出ている。又、それ以上の層も

まんべんなく居たことは、 講演会場にいた若者層よりも、 それ以上の年代の方がアン

ケートに協力的であったためと考えらえる。又、性別については、男性の方がおおか

った。

く設問2>~政治知識レベルに関する質問』
本研究は、 「高い政治知識を持つ層Jにおける 「政治へのあきらめJを解消するも

のであるため、本設問において、 回答者の政治知識レベノレをはかるための選択式のク

イズを二問出題した。

本実験をこの講演会にて行った根本の動機が、会場に足を運び講演を聞きに来て
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いるという層であるため、ある程度の政治知識レベノレの高さが担保されるという点に

あった。そのため、両問題ともに正答率は Quiz，1=72%. Quiz，2=69%と、全選択肢の

中で最も高いものとなった。又、年代別にみると、会場の多くをしめた若者層の正答

率が低いため、 30代以上に限ると、正答率は 84%にまで上昇する。このことからも、

30代以上の参加者の政治知識レベルは高水準であると言える。

そのため、おおむね、実験対象としては必要な水準を満たしていると言えよう。

<設問3>~政治への関心度合い現状に関する質問』

本設聞においては、回答者が現状政治に抱いている関心の度合いを測るものであ

る。講演会後にアンケートを実施したため、講演会参加による影響を避けるため、実

際に現状の事象として、行動を行っているかについて質問を行っている。

回答に目を向けると、設問 3.1では前回選挙時の選挙活動に関心を持っていたかに

ついての質問である。ここであえて「前回選挙」と具体的な選挙名を挙げなかったの

は、具体的に選挙名を区切ることで限定した回答をしてしまうことを避けるためであ

る。結果として設問 2での政治知識レベノレの高さと比例するように、一様に関心を持

っていたという回答が多数を占めた(r関心がったJr非常に関心があった」を足し合わ

せると全体の 78%)。

他方で設問 3.2の投票行動を行ったか否かの質問では、全体を見ると投票を行った

層が多いものの、意図をもって投票した層は少なく、選挙があるのが分っていてもい

なかった層も 31%いたことから、政治知識レベルの高い層における「政治へのあきら

め」が起きていたと言えるだろう。

設問 3.3では、回答者の政治に関するメディア接触の頻度を問うものであった。政

治知識レベノレが高いこともあり、全体の 72%が接触する傾向にあると回答している。

このことは、政治知識レベノレが高いと、メディアへの接触回数が多いことを示してい

る。

設問 3.4では、回答者の政治への関与レベノレを測っている。本項の質問選択肢につ

いては、池田[5]の私生活志向尺度の政治非関与に関する項目の質問内容を反転したも

のである。結果としては、回答者の政治知識レベルの高さに反して、政治に対して強

く関与していこうという志向を持つ人聞は全体の半分にとどまり、残り半分は政治に

対して積極的に関与したいとは思っていないという回答が出た。このことから、政治

知識レベノレが高い人々は、設問3.3の結果とも併せて、メディア接触が多い分、「政治

へのあきらめ」が起きていると言えよう。
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<設問4>~講演会参加による今後の政治への参加意欲向上に関する質問』

本設問では、回答者が本講演会に参加したことによって、今後の政治への参加や

関与の度合いが向上したか否かについて測るものであった。

設問 4.1では講演会参加によって、選挙活動への関心が今後増えるかどうかについ

て伺った。全回答のうち 65%が「そう思わない」と回答したことからも明らかなよう

に、本講演会への参加によって直接的に選挙活動に対して関心を払うことにはつなが

らないということが明らかになった。これには、本講演会の演目内容が、文化祭での

講演会ということもあり、若者向けの演目であったことの影響もあると思われる。又、

講演会においては、時間制限があったため、質問をしたくてもできなかった方々が多

く存在したことも影響していると言えるだろう。

設問 4.2では、講演会参加によって政治参加への度合いがどのような影響を受けた

かを測る質問であった。基本的には「そう思う」の割合が 56%とやや多数を占めたが、

基本的には半々であると言えよう。又、特徴的なのは、「あまりそう思わないJrやや

そう思う」の二つの割合が 70%を占める点が特徴的であると言える。つまり、断定的

に効果があると判断した人の割合が一番多いということになる。

設問 4.3では、講演会参加を通じてメディア接触の機会が増えるか否かについての

効果を測定している。設問 3.3と対応した形の質問となっているが、結果として、「そ

う思う Jrそう思わない」の両層がきれいに二つに分かれてしまった。このことから、

メディア接触頻度については、明確な効果があるとは言い難いと言える。

設問4.4では、講演会参加による政治への関与度合い改善を計測している。設問

4.1での回答傾向と似た結果が示されており、「そう思わないJrあまりそう思わない」

の層が全体の 64%に及び、講演会参加が、政治への関与を強化するとは言い難いとの

結果が出ている。設問 4.1でも述べたとおり、この結果は、講演会への参加では発言を

することが出来ないため、かえってストレスを感じたことなどが要因として挙げるこ

とが出来る。加えて、もともと設問 3.4でも関与が低い傾向の見られた、若年層が「そ

う思わない」において多くの割合が占めたことが、他の層と相まって、プラスの効果

を薄めていると言える。

7.3 ニコニコ動画実験の結果

本項では、ニコニコ動画実験において取得したアンケート結果を、質問項目ごとにま

とめ、詳細に示す。全体の情報の詳細については表，4を参照のこと。
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7.3.1 設問，1r属性質問Jの集計結果

く設問1.1>~回答者の年齢に関する質問』

年齢

[内訳詳細]

年齢についての質問

回答選択肢

1O~20 代
ト一一一

30代
ト一一一

40代
卜一一

50代

total 

く設問1.2>~回答者の性別に関する質問』

性別

[内訳詳細]

性別についての質問

回答選択肢

男性

女性

total 

64 

圃 1O~20代

・30ft
・40ft
.50代:

回答者数(人)

回答者数(人)

-男性

・女性

6 

32 

57 

24 

119 

93 

26 

119 



7ふ2 設問，21政治知識レベル」の集計結果

く設問2.1>W回答者の政治知識レベルに関する質問①』

[内訳詳細]

QUiz，l前回の衆議院議員選挙実施年度

.2010年
・2009年
・2008年
.2007年

※正答はf200旦空よ

Quiz，l 前回の衆議院議員選挙実施年痩

回答選択肢 | 回答者数(人)

lJiiJJJJJ 2010年I 23 2009年 I 75 
2008年 I 10 
2007年 I 11 

total 119 

く設問2.2>W回答者の政治知識レベルに関する質問②』

[内訳詳細]

QUiz，2衆議院の選挙制度の名称

.中選挙区制

・小選挙区比例代表並列制

.一般選挙制

.通常選挙

※正答は「小選挙区tr.例代表盤列i!itlJ

Quiz，2 衆議院の選挙制度の名称

回答選j服 | 回答者数以)

中選挙区制 10 
小選挙区比例代表並列制 82

一般選挙制 19
通常選挙 8

total 119 
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7.3.3 設問，31政治への関心度合い現状」の集計結果

く設問3.1>Ii'回答者の前回選挙時の選挙活動への関心度合いに関する質問』

[内訳詳細]

ト一一

前回選挙時の選挙活動への関心

.ほとんど関心がなかった

.あまり関心がなかった

.関心があった

.非常に関心があった

前回選挙時の選挙活動への関心

回答選択肢 回答者数(人)

ほとんど関心がなかった

あまり関心がなかコた

18 

20 
ト一一 一←一一一一一→ ー ←÷ 一 一一 一一一

関心があった
ト一一一

非常に関心があった

total 

く設問3.2>Ii'回答者の前回選挙時の投票活動の有無に関する質問』

前回選挙時に投票活動を行ったか

[内訳詳細]

前回選参時lζ投票活動を行ったか

回答選択肢

選挙がある認識すらなかった
トー
選挙があるのがわかっていたが行かなかった

ト一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一
強い意図はないが投票した

ト一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一
意図をもって投票した

to回l

66 

.il望挙がある認E援すらな

かった

・選挙があるのがわかつて

いたが行かな力、った.

.強い意図はないが投票し

.意図をもって役票した

回答者数 (人)

49 

32 

119 

12 

56 

32 

19 

119 



7.3.4 設問，4i講演会参加による今後の政治への参加意欲向上」の集計結果

く設問4.1>~回答者の本コンテンツ視聴による政治への関心度合い向上に関する質問』

[内訳詳細]

今回のコンテンツ視聴によって選挙活動への

関心は増えると思うか

.そう思わない

.あまりそう思わない

・ややそう思う

.そう思う

今回のコシテシ'y視聴によって選挙活動への隠心は僧えると恩ラ力、

回答選択肢 回答者数 (人)

そう思わない
ト一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一

あまりそう思わない
ト一一一一

ややそう思う
ト一一一一一一

そう思う

total 

11 

15 

50 

43 

119 

く設問4.2>~回答者の本コンテンツ視聴による投票活動への参加意欲向上関する質問』

[内訳詳細]

ト一一一一

ト一一一一一一一

卜一一一一

今回のコンテン汐視聴によって投票活動への

参加意欲は高まったか

.そうコ思わない

.あまりそっ思わない

・ややぞう思う

.そう思う

今回のコシデ〉ツ視聴によって妓票活動への参加意欲は高まったか

回答選択肢 回答者数(人)

そう思わない

一一
あまりそう思わない

一
ややそう思う

一
そう思う

total 

67 

13 

14 

52 

40 

119 



7ふ5 ニコニコ動画実験結果の総評

本項では、 7.3.1""4において示したニコニコ動画実験におけるアンケー トの集計結果

について各設問の結果を文章にてそこから得られた知見を述べる

く設問1>rr属性に関する質問』
本設問においては、回答者の属性についての質問を行った。 三田祭実験では、講

演会とは違い、10'"'-'20代の割合が極端に低く、 30代・ 40代の劃合が多くを占めてい

る結果が出た。この傾向はニコニコ動画のユーザー層のから考えると、考えにくい事

態であると言える(図 13参照)。恐らく、政治に関するコンテンツについては、30代以

上の年齢層のユーザーの方が反応するという傾向が明らかになっている。

又、性5，31Jの分布については男性層の方が多いというニコニコ動画の傾向と合致す

るものである(男性=68%・女性=32%・※ニコニコ大百科より引用[42])

ニコニコ動画ユーザー層分布

2% 2% 

.10代

・20代
・30代
・40代
・50イモ
・その他

図，13 ニコニコ動画ユーザー層分布(※ニコニコ大百科よ り引用[42])

く設問2>W政治知識レベルに関する質問』
本設問では、 ニコニコ動画実験での回答者の政治知識レベノレを担IJるため、三田祭

実験の会場で行ったものと同じ選択式のクイズを二間出題した。 web上に公開するこ

とで懸念していた、 本研究のスコープ外である政治知識レベノレの低い層が大半を占め

てしまうという事態は回避することが出来た。具体的には、2間正も正答率は60%を

上回った(Quiz，1 =63%・Quiz， 2=69%)。

く設問3>W政治への関心度合い現状に闘する質問』
本設問においては、回答者が現状政治に抱いている関心の度合いを担IJるものであ

る。動面視聴後にアンケートを実施したため、回答数確保とコンテンツ視聴による効
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果が計測されてしまうことを避けるため、実際に現状の事象として、行動を行ってい

るかについて質問を行っている。

設問 3.1では、前回選挙時の選挙活動について回答者の関心レベノレを測るものであ

った。結果として「関心があったJr非常に関心があった」と回答した割合が全体 68%

と半数以上を占めた。

設問 3.2では前回選挙時に、実際に投票活動を行ったか否か、そしてその意図の度

合いを測るものであった。「選挙があるのがわかっていたが行かなかった」が 47%と最

も高い割合を示したことから、投票を行った人の割合が低かったとの結果となった。

これは佐藤・杉岡・内藤の研究でも述べられている通り、インターネット利用者の政

治意識は高いものの、参加に対するハードノレが高く、投票率に結びついていないとい

う点が立証されている[31]0

<設問4>~講演会参加による今後の政治への参加意欲向上に関する質問』
本設聞は、回答者がニコニコ動画上で本コンテンツを視聴したことによって、今

後の政治への参加や関与の度合いが向上したか否かについて測るものであった。

設問 4.1ではコンテンツ視聴によって、選挙活動への関心が今後増えるかどうかに

ついて測った。「そう思う Jrややそう思う」の合計が全体の実に 78%を占めており、

ニコニコ動画でのコンテンツ視聴が政治への関心に対して正の効果をもたらしている

ことが明らかになっている。

又、設問 4.2では投票活動への参加意欲が、本コンテンツ視聴後に高まったか否か

について計測したが、こちらも「そう思う Jrややそう思う」を足し合わせた層が全体

の 77%に上った。

7.4 結果比較

本項では、各実験でのデータの比較を元に、講演会のライブ視聴とニコニコ動画での

視聴による違いを示すことに焦点を絞って行く。尚、本項において比較する設聞は、設問，3・

4の二項目のみとする。それ以外の項目は、本研究の仮説を検証するための、「講演会場で

の視聴とニコニコ動画を通じての視聴との、政治へのあきらめ解消効果の違いを測る」と

いう本実験目的とは、直接的に大きな関連性がないためである。

ただし、設問，2の政治知識レベノレを問う問題については、そこまでの差異が見られな

かったという点はここに指摘しておしつまり、本研究の調査対象である「高い政治知識

を有する層」という層の確保は担保されていた状態で検証実験を行うことが出来たという

ことである(正答率・ Quiz，l=会場 72%・ニコ動 63%. Quiz，2=会場・ニコ動共に 69%)。
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7.4.1 設問，3r政治への関心度合い現状」の実験結果比較

く設問3.1>W回答者の前回選挙時の選挙活動への関心度合いに関する質問』の比較

講演会会場での結果 =コ=コ動画上での結果

-ほとんど関心がなかコた・あまり関心がなかコた -ほとんど関心がなかった・あまり関心がなかった

.関心があコた .非常1<:関心があコた .関心があった .非常に関心があった

図，14 設問，3.1の回答:会場とニコニコ動画上の結果比較

上記、 図，14から明らかになった点は、どちらの実験での回答者も「関心があったJI非

常に関心があった」という層が多くを占めているものの、講演会会場に来て、直接舛添氏

の公演を聞きに行った方々の方がより 「非常に関心があった」の層が多くなっているとい

う点である。

インターネッ トベースで政治に関するコンテンツを実際に会場にまで足を運び、講演

を聞きに来る層の方がより、選挙に対して関心を強く 抱いていた、政治について注視して

いたということが明らかになった。

く設問3.2>W回答者の前回選挙時の投票活動の有無に関する質問』の比較

講演会会場での結果 ニコニコ動画上での結果

-選挙押ある認i属す巴な内、つF

.強い意図:~な叫が投票した

-選挙開高Eるt押rかっ了い1子力行押なかづ"..1.選挙がある認摘す邑なか勺汗

-意図をむって投票した .強い意図は怠いわ可量票した

-選挙押あるの押わ打、つτい作れ匂T押なt1、勺 r.-~

.意図をじって投票した

図，15 設問，3.2の回答:会場とニコニコ動画上の結果比較

上記、図，15から明らかになった点は、講演会場に足を運んだ層の方が、より投票活動

を活発に行っているという点である。「投票した」に属する層は、講演会会場=63%・ニコ

ニコ動画上=43%と明らかな差が生まれている。又、ニコニコ動画上で本コンテンツを視聴

している層については、 「選挙があるのが分っていたが行かなかった」の層が47%と実に全
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体の約半数を占めることに一番の特徴があり、この点はインターネッ ト利用者の政治意識

は高いものの、それが実際の現実世界での政治行動に結びつかないとし1う、佐藤 ・杉岡・

内藤の研究結果[31]を支持するもので、あった。

7.4.2 設問，41講演会参加/コンテンツ視聴による今後の政治への参加意欲向上」

の実験結果比較

く設問4.1>~回答者の講演会参加/コンテンツ視聴による政治への関心度合い向上に関

する質問』の比較

講演会会場での結果 ニコニコ動画上での結果

圃そう思わない .あまりそう恩わない 圃ややそう思う .そう思う .そう思わない .あまりそう思わない .ややそう思う .そう思う

図，16 設問，4.1の回答:会場とニコニコ動画上の結果比較

上記、図，16から明らかになった点は、 三田祭実験の講演会会場での回答者よりも、ニ

コニコ動画上でコンテンツを視聴した層の方が、政治への関心が強くなったと回答してい

るという点である。「そう思うJ1ややそう思う」左回答した層を、 「講演会/コンテンツの視

聴によって政治への関心が改善された層」とするのであれば、その割合は、会場:ニコニコ

動画=35%:78%と明らかな差異が出ている。この違いについては、講演会に足を運んだ回答

者は図，14からもわかる通り、ニコニコ動画での回答者よりも政治関心がより高いという傾

向があるため、もともと高い政治関心をより高くするほどのコンテンツで、はなかったとい

う点が指摘される。

しかしながら、それだけで全てを片付けるには、この差異は大きすぎるととも事実で

ある。そのため、ニコニコ動画では、自由にコンテンツ視聴中に発言(コメン 卜記入)すると

とが出来るという点が大きなポイン トになり、それに対して会場では質疑応答時間が短か

ったため、質問や発言の機会を失った点も、政治関心の改善に寄与しなかったという点が

指摘できる。つまり、ニコニコ動画の最大の特徴である、動画視聴によるコメントの自由

記入機能が、政治に関連した講演会の動画視聴において、発言を行い、文、その投稿され

たコメン 卜同士で会話に近いコミュニケーションが発生した結果、動画視聴によるコンテ

ンツ内容に対する興味喚起の度合いが、単純に講演会で話を聞くことより も、大きな効果
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を得ることが立証された結果となった。

く設問4.2>~回答者の講演会参加/コ ンテンツ視聴による投票活動参加意欲向上に関す

る質問』 の比較

講演会会場での結果 =コ=コ動画上での結果

.そう思わない .あまりそう思わない .ややそう思う .そう思う .そう思わない .あまりそう思わない .ややそう思う .そう思う

図，17 設問，4.2の回答:会場とニコニコ動画上の結果比較

上記、図，17から明らかになった点は、ニコニコ動画上でコンテンツ視聴を行った回答

者の方が、講演会会場で講演を直接聞いた回答者より も、視聴後の投票活動への参加意欲

が喚起されているとしづ結果が示された。この結果は、設問4.1のコンテンツ視聴後の政治

関心喚起度合いの比較での傾向(図，16参照)と同じ傾向であると言える。

ニコニコ動画上での、自由なコメン 卜記入が、コンテンツ視聴による政治関心の喚起

を強め、その結果、見終えた後に投票活動についても、実際に行動を起こしてみたいとい

う思いを喚起していると言えよう。文、図，15で示された通り、ニコニコ動画上でコンテン

ツ視聴を行った回答者の投票活動の参加度合いは、講演会参加の回答者より も低かったこ

とを考えると、動画視聴による効果が存在したということを指摘できるだろう。

7.4.3 i政治へのあきらめ」を感じていた層における各実験のあきらめ改善度合いの

比較

7.4.1、7.4.2における会場とニコニコ動画での視聴による効果の比較により、政治への

関心および政治参加意欲に対して、ニコニコ動画の方が明らかなプラス効果を持っている

傾向があることはおおよそ検証出来た。しかしながら、前述のとおり、各実験に参加した

には、母集団の差異として、ある程度の政治関心度合いの差が見受けられることも事実で

ある。つまり、おおまかにいって、会場に来ている方々のほうが、 「会場にわざわざ足を運

んでいる」という点において、ある程度政治関心があらかじめニコニコ動画上で視聴して

いる方々と比較して、高めであるという傾向は7.2、7.3でも明らかである。

そこで、本項においてはその母集団の差異を除いて、純粋に、各実験において、コン
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テンツ視聴前に政治への関心を失っていた、つまり本研究における「政治へのあきらめ」

を感じていた層のみに対象を絞り、そのうえでそれらの「政治へのあきらめ」を感じてい

た層がどれだけあきらめを解消したのか、政治への参加意欲が増したのかについて、デー

タを見ていく。

田昌臨岨幽昌司

.そう思わない ややそう思う -そう思う

図，18 政治へのあきらめを感じていた層の改善度合い変化

図，18は講演会会場、ニコニコ動画上、それぞれにおいてアンケートにおいて「政治へ

のあきらめ」を事前に感じていた層のみを抽出し、そのうえでそれらの層の うち、どれだ

けの害iJ合が政治への参加意欲が改善されたかについてのアンケー ト結果を示したものであ

る。

この分析によると、講演会会場において事前に「あきらめを感じている」と判定され

た層の、コンテンツ視聴後の政治参加意欲の向上を実感した人々の比率は、約.25%、つま

り、あきらめを感じていた人々の中で 114しか参加したいという気持ちが起きなかったとい

う部分が浮き彫りになった。それに対して、 ニコニコ動画上で「あき らめを感じている」

と判定された層における、コンテンツ視聴後に政治参加意欲が沸いたという人の害IJ合は実

に約7.2%を占めており、 7割以上の方々が、あきらめの解消を実感し、又、実際に政治行

動に起こそうという気持ちを持つことが出来たという結果を得ることが出来た。

このことからも、単純に母集団の政治関心の差異が存在したことは事実であるが、そ

れだけではなく、 純粋に政治へのあきらめを感じていた人々の中における改善度合し、から

も、ニコニコ動画上でのコンテンツ視聴が、ライブでの会場での講演会視聴以上に、 あき

らめの改善において大きな効果を持っていることが立証できたと言える。
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7.5 検討

本項では、前項まででまとめてきた、検証実験の結果を元に、どのような現象が起き

たかという点について、詳しく検討していく。基本的には、仮説立証において重要な 7.4の

設聞の会場・ニコニコ動画上の比較から、どのようにして、その差異が導き出されたかに

ついて検討を加えていく。

前述のように 7.4での結果のとりまとめに寄れば、コンテンツを 定にしたとき、ニコ

ニコ動画の形式で動画を視聴したときに、政治への関心の喚起の度合い、および今後の政

治参加について正の効果が見られることが明らかになった。当然、各実験のアンケート回

答者の特性や、傾向がその結果に及ぼしている部分があることも否定はできない(詳しくは

7.4の各設問比較を参照のこと)。しかしながら、ニコニコ動画というフォーマットにおいて

コンテンツが共有されたときに起こる何らかの効果が、このような結果を導いていると言

える。

そこで挙げられうる可能性が、ニコニコ動画のコンテンツ視聴と同時進行で起こるユ

ーザー聞のコミュニケーションの両立が可能な、認知的負荷の低さという特徴である。西

田・栗原・後藤は、リアノレタイムのコンテンツ視聴と視聴中のユーザー聞のコミュニケー

ションとの両立には、同時に二つのことをユーザーインターフェース上で行うという認知

的負荷が多くかかることが大きなネックとなるとしており、加えて、ニコニコ動画を例に

挙げ、短文での投稿であればその認知的負荷が下がり、ある程度のコミュニケーションを

引き起こすことが可能である点を特徴として指摘している[43]。リアノレタイムコンテンツ視

聴を研究対象にしている点が本研究とは異なるとはいえ、ニコニコ動画のコンテンツ視聴

という点においてはユーザーインターフェースが変わらないという点からも同じであり、

むしろ、ニコニコ動画のリアノレタイム配信サービスである「ニコニコ生放送」においては、

リアノレタイムコメントの検閲等が行われることもあり、より自由に発言できるという意味

では、通常のニコニコ動画の放映スタイノレが向いているともいえるだろう。

つまり、政治へのあきらめを断ち切り、政治への関心が喚起され、且つ、政治参加へ

の意欲が増したことは、ニコニコ動画特有のコメント書き込み機能とユーザーインターフ

ェースが大きな要因であるということが出来る。

又、加えて重要なポイントは、上記のニコニコ動画におけるコミュニケーション促進

効果によって、生じたコミュニケーションが政治参加へのプラス効果をもたらすことは「社

会集団への関わりが政治参加への足がかりになる」と小林が述べていることからも明らか

である[21]。そのため、先行研究で立証されていることからも、本研究で導き出された結論

および傾向は、再現性を持っているということが出来るであろう。
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7.6 まとめ

本項では、本章の目的であった、検証実験の結果をまとめ、 5.3にて構築した研究仮説

である「高い政治知識を有する層におけるソーシヤノレメディアでのハード、ニュース的動画

の共有」が政治知識の高い層の「政治へのあきらめ」を解消するための手段として、妥当

であったか否かを結論として導き出していく。

まず、第 点目としては、三田祭・ニコニコ動画いずれの実験においても、当初の意

図通り本研究の対象者である政治知識の高い層をあつめ回答を得ることが出来た。

その上で詳しく結果を見ていくと、大きな傾向としてニコニコ動画でコンテンツを視

聴したほうがコンテンツ視聴後の政治関心の喚起された度合い、そして最も大きな争点で

あった政治参加、つまり投票活動への参加意欲に対して正の効果が見られた。そもそも、

三田祭の会場にいたアンケート回答者とニコニコ動画実験上でのアンケート回答者は完全

に均質とは言い難い部分があることは否定できない(詳しくは 7.4.1での比較を参照)。ただ

し、政治について高い関心を持ちながら、それが行動につながらないというインターネッ

トユーザーの政治意識の特色[31]を鑑みると、それらの層が実際に政治について行動を起こ

したいという気持ちを醸成しているという結果は無視することが出来ないと言える。

詳細な比較については 7.4.2に詳しいが、政治関心・投票活動への参加のいずれも、ー

コニコ動画においてコンテンツを視聴した回答者においては、全体の約 8害11を「そう思う」

「ややそう思う」との回答が占めた。特に、政治参加(投票活動への参)に対して正の効果が

見られたことは、実際に投票活動への参加が生じたかについては追跡調査が出来ていない

ものの、政治に対してあきらめを抱いていたことが設問，3で明らかになっていた回答者の

層において「政治へのあきらめ解消」効果があったということが可能であろう。

他方、実際に講演会会場にまで足を運んだ層については、設問 4.2の政治参加について

は「ややそう思う」が全体の 43%を占めたものの、「そう思う」は 13%に留まり、 4.1の政

治関心の喚起度合いについては「そう思う Jrややそう思う」と回答した層が、全体のわず

か 35%に留まった。

以上の結果から、単純にリアノレタイムの会場での政治に関するハード、ニュース的コン

テンツとしての講演会を視聴したとさよりも、ニコニコ動画という動画共有を行うソーシ

ヤノレメディアでの政治に関するハード、ニュース的コンテンツの視聴が、政治知識の高い層

における「政治へのあきらめ」を解消する手立てとして有用であるということが明らかに

なったと言える。
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第 8章結論

8.1 本研究の結論

本研究の主目的は、日本の大衆の中でも特に、政治知識の高い層が現状の日本の政治

に対して抱いてしまっている「政治へのあきらめ」について、詳しくその根本原因を分析

し突き止め、そのうえでその「政治へのあきらめ」を解消するための方策を検討し、それ

を実証・検証することであった。

そもそもなぜ人々が「政治へのあきらめ」を抱くかということについて深く原因分析

を行ったところ、「選挙制度の問題点Jr文化的な問題点Jr報道・コミュニケーションにお

ける問題点」を挙げることが出来た。各事象について詳しく背景を調査、分析したところ、

その中でも「報道・コミュニケーション」の部分において解消されていない問題が存在し

ていたため、そこに研究のスコープを絞り、又、その中でも政治知識の高い層の「政治へ

のあきらめの解消」に焦点を絞り込むことにした。

加えて、今現在日本において蔓延しているワイドショー的な政治を批判的・娯楽的に

報道する内容の所謂「ソフトニュース」は、政治知識の低い層に対しては、政治関心を喚

起するということが、立証されており、他方で政治知識の高い層においては、それらが政

治への興味の減退、つまり政治へのあきらめを引き起こすことも、立証されていた。

そこで、この問題を解決するために、詳しく日本の報道システム・政治に関する情報

のフローを検討した結果、日本における特有の事象として、情報フローを所謂「記者クラ

ブ」という組織を介して、限定された情報がマス・メディアにおいて流されており、それ

が安易な批判をどの報道においても行い、ソフトニュースの氾濫、ひいてはシニシズムの

螺旋を引き起こす原因となっていた。そのため、それを解決するためには既存のマス・メ

ディアとは違う情報フローが必要となり、本研究においては、すでに 部の有識者層にお

いては利用されているインターネットを介したコンテンツの共有を行うことにした。

その中でも、ブログや SNSといった様々な可能性があったが、ブログでは先行研究で

も限界が示されており、テキストベースでの SNSでは、マス・メディアにおいて流され、

政治関心減退の大きな要因となっている動画による「ソフトニュース」に対抗するインパ

クトに勝つことが難しいと考えたため、動画共有系ソーシヤノレメディアでの、政治に関す

るハード、ニュース的コンテンツの共有によって、バーチャノレな社会参加を促し、政治への

あきらめを断ち切ることを一つのソリューションの可能性として導き出した。

それを「ソーシヤノレメディアにおける政治に関するハードニュース的動画の共有を通

じたバーチャノレな社会参加を通じ高い政治知識を持つ層の政治へのあきらめを断ち切るこ

とができる」という研究仮説に落とし込み、その有用性を検証するために、政治に関する
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動画コンテンツを配信するのに最も適したソーシャノレメディアの選択を行い、ニコニコ動

画が該当することが分かったため、ニコニコ動画上で、実際に動画を共有する実験を行う

こととなった。

実際に、政治に関する講演会を録画し、実際に足を運び、イベントをその場で視聴し

た被験者と、ニコニコ動画上で視聴した被験者とのそれぞれに対して、現状の政治への関

心と、コンテンツ視聴後の政治関心喚起の度合い・政治参加意欲の向上を担uることができ

るようなアンケート調査を実施した。

その結果、ニコニコ動画上でコンテンツを視聴したときの方が、より政治への関心が

喚起され、又、政治に対して参加する意欲も喚起されたとの結果を得ることが出来た。コ

ンテンツを 定にして、見せ方を変えただけであるため、被験者の実験ごとの特性はある

ものの、それを差し引いても大きな差異が見られたため、この実験によって本研究の仮説

は支持されることとなった。

又、この結果の要因としては、恐らくニコニコ動画の最大の特徴である、短文でのコ

ンテンツ視聴中の自由コメント記入機能が挙げられ、コンテンツ視聴と同時進行でのコミ

ュニケーションの取りやすさが、政治に対してのあきらめを断ち切ることの要因となるよ

うなコミュニケーションを引き起こしたことが挙げられ、又それは先行研究からも明らか

になっている。

8.2 今後の課題

本研究にでは、ニコニコ動画でのハード、ニュースコンテンツの共有が政治へのあきら

めに効果的であることを結論づけることが出来た。今後の課題としては、まず、コンテン

ツ内容についての工夫の可能性を挙げることが出来る。本研究においては、権利の関係も

あり、録画した内容をニコニコ動画上で共有するのみに留まった。もし、コンテンツが生

報道であれば、単なる録画の視聴だけではなく、「生で見る事J+ rニコニコ動画のコメン

ト機能」が合わさることによる新たな効果を測定することが出来たであろう。

又、動画共有を行うソーシヤノレメディアのユーザーインターフェースについても、よ

り議論への没入度を深める工夫を行うことも、より政治へのあきらめ解消効果を得る可能

性を秘めていると言える。具体的には、コンテンツ視聴とコメントの書き込みを切り分け

て、より、視聴者の認知的負荷を下げるようなユーザーインターフェースの改善を行うこ

とが有効と思われる手段として揚げることが出来る。

本研究をさらに発展させる視点から見ると、テキストベースのソーシヤノレメディアと

の連携という選択肢も挙げることが出来る。政治へのあきらめを解消し、さらに大きなム

ーヴメントを起こすことが出来るようになるには、先の中東での革命のように、 Facebook
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に代表されるようなテキストベースのソーシヤノレメディアを利用した、口 コミ的な大衆の

高揚、いわゆる rViralLiftJを起こすことが、インターネットベースのバーチャルな社会

参加から、現実世界での社会参加を引き起こすことのkeyであることは、前述のJonah

Perettiの発言[36]からも明らかである。そこで図，19のような、テキス トベースのSNSに

おける情報拡散と、本研究において有用性が示された、動画共有を組み合わせることによ

って、より大きな、そして具体的な行動を起こすことが期待される。

En胃円咽

図，19 テキストベースのSNSとの連携イメージ

又、さらに発展させた形としては、動画共有系ソーシャルメディアの政治へのあきら

めに対する有用性は証明されているため、テキストベースのソーシヤノレメディアとマージ

したような、特化型 SNSの立ち上げ、検証と言った可能性が具体的にあげることが出来る

だろう。

最後に、最も大きな視点から見る、 今後の課題としては、日本における政治に関する

情報フローの最適化が残されている。本研究においては、「高い政治知識を持つ層の政治へ

のあきらめ解消」という目的にフォーカスしたが、筆者が本来SDMに入学して研究をした

いと考えた根本の動機が「日本人が皆、政治に対して意見を持ち、積極的に関与する世の

中になるためのコミュニケーショ ンデザインJをしたいという ところにあったように、本

研究はこの BigPictureの一部にすぎない。政治知識の低い層については、ソフトニュース

が正の効果を持つことが稲増・池田[4]によって明らかになっているとはいえ、その層の中

でも政治知識の程度によって最適なコンテンツ内容や情報のリーチの仕方は検討が必要で

ある。あらゆる層にそれぞれに対して適した情報配信を行うことで、日本人の政治関心を

最大化する方策を考えること も、この研究に残された課題であると言える。
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8.3 本研究の意義

本研究の成果は、日本の高い政治知識を有する層に確実に存在していた「政治へのあ

きらめ」を、従来の情報ノfスとは違った形で、現状のマス・メディアで氾濫しているソフ

トニュースではない、ハードニュース的コンテンツを提供することで、解消出来た点にあ

る。又、ニコニコ動画という日本独自の UIおよび機能を持つ動画共有系ソーシャノレメディ

アが、そのコンテンツの視聴を、実際の行動に結びつける効果を持っているであろうこと

を、具体的なアンケートで導き出した点も、大きな本研究の成果であった。

前述したように、あらゆる政治知識レベル・政治関心レベノレをもっ層それぞれに向け

て、最適なコンテンツが配信されることが、日本人全体の政治へのあきらめ解消にとって

の理想像であり、又、ひいては日本の民主政治の成熟に向けた一番の理想像である。本研

究は、その中でも高い政治知識を持ちながら、現状の政治に対してあきらめを感じてしま

っている層に向けての、情報配信のパスを作ったという点、加えて、その結果政治参加意

欲が向上したという結果を得た点において、その大きな理想像を叶える第一歩として、意

義深いものになったと言えるだろう。
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